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（表面）

兵庫県南部地震により事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主及び従業員の方々へ

I. 事業主の万々に対する雇用調整助成金の特例措置について一—

〇対象事業主は

暦用保険に加人していて、兵庫県神戸市、尼崎市、明石市、西宮市、沙II本市、芦屋市、

伊丹市、宝塚市、 □木巾●、 Ill世1市、二田市、 /II辺郡、美直郡、市名郡、三原郡、

人阪府農中市の区域内に所在する事業所の市業土の方が対象になります (1月23日現在） 3 

〇支給内容は

今回の被災に伴い、事業活動の縮小を余儀なくされて休業等を行いながら、従業員（雇用

保険に加入していることが必要です。）の雇用維持を図られた被災地域内の事業主の方に対

して休業手当等（注 1) に係る賃金負担額の一部（大企業 1/2、中小企業 2/3 （注2))

を助成いたします。

（注 1)休業手当は賃金の60/100以上支給することか必要です。

（注 2)支給額については、暫定措置により平成 7年 3月31日まての間は、大企業 2/3、

中小企業 3/4 （ただし、教育訓練については、大企業 3/.j、中小企業 4/5)。

ぽ 3)休業等の実施に当たっては、実施計画を事前に管轄安定所長に届けていただくこと

か必要です。たたし、 1月23口から 1カ月以内に実施された休業寺については、 2

月22日までに管轄安定所長に届出かあった場合は、事前届出として取り扱います、

〇指定期間（対象となる期間）は

平成 7年 1月23日から平成8年 1月22日まての 1年間です。

詳しくは公共喘業安定所（ハローワーク）にお問い合わせ卜さい。

0 関係公共職業安定機関

兵叫県労働部職業安定課 078-362-3376 曲岡公共職業安定所 0795-22-3181-3 

神戸公共睛業安定所 078-393-1071 (JII本公共棘業安定所 0799-22-0620, 0737 

灘公共職業安定所 078-291-8,09 柏原公共職業安定所 0795-724070~1 

尼崎公共戦業安定"Ji 06--128 0001 龍野公共職業安定所 0791-62-0981 

西臼公共職業安定所 0798・71 3721-5 相生公共職党安定所 0791-22-0920~1 

姫路公共峨業安定p）i 0792 ・22-4431-5 八鹿公共職業安定所 0796-62-2217-8 

加古川公共職業安定所 0794 22 2567 姫銘南公共戦業安定所 0792-37-6500 

伊月公共眠業安定所 0727-82-3414-5 西神公共職業安定所 078-991-1100 

明石公共職梨安正所 078-912-2277-80 大阪府労働部職業業務課 06-917-1331 

豊岡公共職業安定所 0796-23-31り1~3 池田公共職業安定所 0727-51-2595 

社会保険関係
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（夷侑i)

2. 雇用保険の受給手続について

（事業主の方々も離職証明書又は休業証明書の提出等につき御協力をお願いします）

【被災により離職を余儀なくされた方に対する基本手当の支糸合］ 7 
〇 被災により事業所か休止・廃止され、雇用保険の被保険者の方か離暁を余儀な I 

くされた場合には、一定の要件の下、履用保険の基本手当等の受給ができます。

0 また、災害救助法の適用地域（※）にある事業所が被災により休止・廃止され、
一時的に離職を余儀なくされた雇用保険の被保険者の方については、その離職前
の事業所に再雇用されることが予定されていても、一定の要件の下、雇用保険の
括本手当の受給ができます。

〇 これらの支給を受けようとする場合には、離職前の事業主から離職票の交付を
受けた上で、安定所に申請を行って下さい。

【被災により休業を余儀なくされた方に対する基本手当の支糸合】

〇 激甚災害地域（※）にある事業所が被災により休止・廃止され、休業を余儀な
くされた雇用保険の被保険者の方については、平成 7年 1月17日から平成 8年 1
月16日までの間、離醗していなくとも一定の要件の下、雇用保険の基本手当の受
給ができます。

〇 この支給を受けようとする場合には、休業に係る事業所の事業主から休業票
（記載内容は離職票とほぼ同じです。）の交付を受けた上で、安定所に申請を行
って下さい。

［激甚災害地域の事業所から離峨した方に対する給付制限期間の短縮］

〇 激甚災害地域（※）に住所を有する受給資格者の方については、自己都合退職
の場合の給付制限期間が短縮されます。

〇 現在 3か月の給付制限を受けている方であっても、安定所に申し出ることによ
り給付制限期間を短縮できます。

【激甚災害地域に居住する方に対する延長給付］

〇 激甚災害地域（※）に住所を有する受給資格者の方が所定給付日数分の支給終
了日までに就職できる見込みがないときは、 60日間を限度として、給付日数が延
長されます。

1雇用保険の受給等の申請は、原則としてその支給を受けることができる方の住 1

I所又は居所を管轄する安定所に行っていただくことが原則ですが、被災された
方がその住所又は居所を管轄する安定所に来所できない場合は
・・・来所できる最寄りの安定所にご相談下さい。支給のための手続等をそ

の安定所で行うことが可能です。

被災された事業主が証明書類を紛失しているような場合は
・・・事業所の管轄安定所にこ相談下さい。支給のための手続等について相

談に応じます。
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※の地域は、兵庫県神戸市、尼崎市、明石市、西宮市、洲本市、芦屋市、伊丹市、宝塚
市、三木市、川西市、津名郡津名町、淡路町、北淡町、一宮町、東浦町、五色町、三原
郡西淡町、大阪府豊中市、大阪市、池田市、吹田市、箕面市をいいます (1月25日現在）。
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社会保険関係

,
 

「―•~--• •---・ -•• 
1 雇用調整助成金のご案白

L------------] 
ー 受給できる事業主

①)支給対象事棠主

喝用保険に加入していて｀兵庫県南部地陰,,よ ii布業活動の瀦・Iを余 1爵なくされて休業等を行いながら荏業員

の濯用稚持を図られた事業所の亨裂王の方が対かとなります。

②1木業の摂件

ィ．指定期間内（平成 7年 1月 23 9から平成 8年］月 22日がでの 1年開）に行われるものであること喰

ロ．所定労 1動日の全一日にわたそもの文は所定労働時間内 Iマ器該専業所における対魯没保険者全良 1ごついて—

斉に 1時闇以上おこなわれるも C,9であること。

ハ．労！屯沿Ill)協定によるも 9)であるこ・ど・ （休業協定）

~-.休羮手当己支払が，労拗某準法第 2 6杢,,)規定に違反し/いないも切であること c

（休業手当は平均賃金'"1 0 0分の 60以上支給することが必要て+. I 

II 
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Ill 受給のための手続き
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(1J 呟詫公共瑾業安定所への事前濯出

仰 業 等 の 実 姥 に あ た っ て 1ま、実商計両届を噸前に管素音公北瞭梁安定苛長に同 Itていただくことが必要です。

たゼし 1月 23日から J力月以内に実椛された1木業については、 公月 22口までに管轄公共蒋業安定所

長に届出があった場合は事前届庄として臣り扱います。

②あらかじぬ管轄公共職業安定伊長に届け出た軍業宅であって、その1妥届出事項 1ご変恵を生じた事業主け、

変更同を管轄公共訊業安定所長に届出てくだ土い

(2) 関係書類の整傭

当該事業所において．次の書類を整備している事業士である．ごと，

イ．所定労慟日、所定I＊日等について朋らかにする就業競則等の書類

ロ．休業の実施状況が日釦・こ明らかにされt：出勤簿等の欝類

ハ．労｛動日に支払われた茎本賃金．扶養手当等と休翌日に支払われた1木党手当とが朗確に区分され記載され

た賃金台慢
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P.J 

方
へ

阪神・淡路大震災により被災された

を新たに雇用された事業主のみなさま

財団法人阪神・淡路大震災復輿基金被災者雇用奨励金のご案内・―--

被災克域の労働者の雇用の確俣ど生活の安定を固るため、被災者雇用奨励金制度を発足さUよした。

この奨励金では、阪神・淡路大震災1こより被災さ礼た方を常用労働者として雇用された事業土の月(-

定の要件を満たすことが必妾です。）に奨且金を支給しま9。

【支給要件］ （次の要件すぺてを渦たすことが必妾で土）

① 支給対象となる雇い入れの時期

平成7年4月1Elから平成8年3月31日までに譴い入れていること。

R支給対象となる労働者

・ 阪神・淡路大君災により居／王する家屋が全壊、半壊、または全・半焼し茫被災者（たたし、次の地

域に居住していだ方で、市役所区役所、 IBJ役場が発行するり災証明書を所持している者。）。

（神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、明石市、三木市、洲本市、 i幸名郡、三原郡）

• 平成7年4月1日以隆に貴社に勤務していなかった者（平成7年4月以降に一度退職し、再度雇用されて

も対象となりません。）。

・ 雇い入れの巳から6ヶ月以上次の地域内に勤務し、この奨助金の支給申請時においても寅社に組続

して勤務している者。

（塁品鷹：扉翌靡：塁忍轟：竺晨塁‘伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、川辺郡｀明石市、三木市）

・ 過去にこの奨励金の支給対象となり、既に他の事業杢が奨励金を受給したことのない者（対象労働

者が他の事業所に以前勤務し、その事業所がこの制度により奨励金を受給した場合、この労｛動者を雇

用し Cも奨励金の支給対象IC:.は14`りよせん。）。

R 雇用の条件

・ 常時雇用する労働者として雇い入れ、一般被／呆険者として雇用保険へ加入すること（ただし、知時

問労働被保険者を除く。）。

・ 毎月の賃金として、兵庫栞最低賃金③の日額22日分以上の額（平成7年6月現在で106,'IOOF'l）を支

払っていること（何らかの理由でこの金額を下回った場合は、この金額を上図る額を支払った片が6

回を越えた時点で支給申請ができます。ただし、雇用の開始から10ヶ目を経過して支給申請はできま

せん。）。
6お兵庫県霰低賃金とは霞低賃金法によるもので、日額4,850円（平成7年6月現在）です。

④支給対象となる事業主の要件

• 平成7年4月1日以降に常用労働者を解雇（観奨退識等を含む。）していないこと。ただし．当該労慟

者の責めに帰百べき狸由により解悪した場合は除きます。

［支給額】

対象となる労働者一人当たり 500.000円を支給します。

【支給申請の方法】

① 受給資格決定申請

対象となる労働者の雇い入れの日から2ヶ月以内に必要書類を添え、対象労働者の勧務先所在地を担

当する受付機関で受給資格決定の申請手続きを行って下さい。ただし、平成7年4月から6月末までの雇

い入れについては平成7年8月未までに申請して下さい。

② 支給申請

兵固票最低賃金の日額22日分以上の額を毎月の賃金として6回以上支給した日、あるいは、雇い入れ

の日から6ヶ月が経過した日のいずれか遅い日以降に必要書類を添えて、受給資格決定申請を行った受

付磯関で支給申請の手統きを行って下さい。ただし、雇い入れの日から70ヶ月を経過して申請すること

はできません。

•999lII 
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社会保険関係

P.2 

様式第 1号 ぐ記入例‘≫
被災者雇用奨励金受給資格決定申請書

平成 7年 7月 3ロ
- |互詑上の会社所在ia| 召：でした店百正言I、

蔀 9人印は不可，会社En
←のみは不可， It！二人を因

事業主 住所東京都千代田区霞ヶ間5-10-1 : 1_ 
エしている垢合は事業j
(/)f]は不要

if環スを選任した澄
「、代表者の下に代浬 ー一、 名称ひょうご工業株式会社 墨
人の枯，氏名、押印 ふ畠

一 代表者氏名代表取締役杜長神戸一郎三

’神戸支店長兵藤次郎＠

下記の者にかかる被災者靡用奨励金受給資格決定を受けたいのて、申請しますっ

財団法人阪神・淡路大裟災復興基金理ポ長

記

ー↓，

1
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戸該労伍i者(J)戸
玲袴保険老証究
9品陀認洒知雲か

陀して下さいc
・~

様対 名称 ひょうご工業森）神戸支店 所在地 〒650
象 神戸市中央区下山手通510••1

労 雇用保険適用中業所番号 ' 

働雇 280l-020303-2 宮 078(]41) 7711/ 

者用 事業所の事業内容（具体的に記入） 担当者職氏名 干

事 合椒（ベニャ板）製造 総務部総務諜長 限神 ＝郎

業 産業分類（あてはまるもの一つに0をして Fさい）

所 建骰業 €三9 電気・ガス・熱供給•水道業 運輸・通信業 卸売・小売業、飲食業

舎融・保険業 不動産業 サーピス業 その他

．①．．．対．．．象ふ労りが慟な者氏・•名.|• お浪叩路し四ろ郎う ． ．．． ．．． 
②生年月日 昭和37年 4月 19日

③件別 回・ 女

受 ④対象労慟者勤務先名（所凪及び識名） ひょうご工業淋神戸支店営業諜営業係長

給 ⑤対象労慟者勁務地所在地 神戸市中央区中山手通95-10-1' ― 

資 ⑥平成7年1月l7日現在の対象労慟者居仕地 神戸市兵庫区山手15-10-1

格 ⑦阪神・淡路大麿ゴ‘⑥0)住届はどのような被害を受けましたか。

決 全壊 全焼 半 焼

定 市役所、区役所、町役場のり災証明書の内容に従い、当てはまるものに0をして下さい。

に R雇用年月 Fl 1平成7年 5月9ロR所定内賃命額 月甜 I 50, 000円

関 ⑩平成7年 4月 lFl以降(B)の日まで 日額 円

す に①の労慟者を常用労慟者として 貯給 円

る 雇用したことがありますか。 ⑪対象労働者の確認 ①から⑩を確認しました。

事 印

演路 D!l郎怠項
ある ・ Iない 1 （対象労1動者本人が署名、 氏名

（どちらかに0をしてください）
捺EOして下さいo)

⑫平成7年,n IRじ／降由刀士ヤ9→m、、 → ; I 4クー J-9{ギ,h中すナヽ

しに、の場合の解雇には労倒者の都合による退罷は含みませんなお、退識勧奨等は解雇にあたリます。 1

り；雇した事実はあるが、その全てが労働者の責めに帰すぺき解雇である．

3 1、2いずれの場合にも該当しない。

（あてはまるもの一つに〇をしてください。）

栢
⑱雇用保険被保険者資格に 被保険者となった年月日 （平成 7年..5月JOR)．． 

関すること 、:-:
-----，JV 被保険者番号 5033-754477-0 

悶|— Rり災証明書に関すること 証．明．．．．年．．．月．n ．． ．（．．平．．．．．成． 7．．．年．．．．2．．月．．． 8日）.••.. ．．．．． ．．．． 

証明番号
／ ' 

注三対象労働者が複数1戸三ざ＝ェ墨卑年土三れぞ丁れ別の用声紙に記―入してください。

冨 liil,
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様式第3号

ぐ~記入例，ぷ

被災者雇用奨励金支給申請書

平成 7年 12月 9 H 

JI4[l.l法人阪神・淡跨大震災復興共金岬事長

事業J:: 件所

様

/-lユ8ぴ竺空竺色些j
〒 100/ 

東京都千代田区露ヶ間5-10-1

一．．―-● ●ー

澄記しに代表こ上1・,.1ぞ
阻';ご，9-1｝は不可尋：L

「 Iのみ1」9戸1 代去：L、セ』1:
i 任ヽして tヽる場合g⇒ + 
I !』|：は―i逗

.．  

も

名祢 ひょうご工業株式会社 ふ痘吟
気

＼ 

, 9 鯰勾
代表者氏名＼＼＼、代豪取締役社長神戸一郎ミ誕

ム神戸支店長兵庫次郎じ）

平成 7年 9月 25日付 第5b号の 2て受給査格決定を受けた労慟者の被災者屈

）配奨励金の文給を下記0)とおり甲請します。

記

／ 

_ 

LJ 刻森労慟宕が＿尼用探険に加入しているか菓所について記入して下さい｛ 

申 請額 1 5 0万円

対 名称 所在地 'i'b50 

象
ひょうご工業：~）神戸支店 神戸市中央区下山手通5-10-1

労 雇用保険適用事業所番号

働雇 2801-020:JOl-2 四 078(34 ll 771 I ;:_,:J);： 

者用 事業所の事業内容（具体的に記入） 担当者戯氏名 ↓訳s

事
合Iii（ベニャ板）製造 総務部紐務課長 師神三郎

業 産業分類（あてはまるもの一つに0をして下さい）

所 建設業 6亙三｝ 電気ガス・熱醗・水道業 運騎・通信業 卸売・小売業、飲食業

金融・保険業 不動産業 サービス業 その他

対者
A ~ ▲▲ ~· ・ ふ・~ ▲● ~ り・• ・雪・が・・ ・ • ・ な・”・ ▲ ● ●會

広ゎじし弓う
......... ......... .................... -...、,...．．..........．

象の ①対象労慟者氏名 汲路四郎

労状 ②生年月日 陪和 37年 4月 9 9H 

慟況 R雇用仔月日 平成 7 年 5 月 9 日

④平成7年 4月 1日以降、現在までに常用労慟者を解屈したことがありますか3

解 1この場合の解雇には労働者の都合による退籍は含みません。なお、退磁勧哭等l北解雇にあたります。 1 
涵 〇ない。

の 2 解雇した事実はあるが、その全てが労働者の責めに帰すぺき解雇てある。

確 3 I、2いずれの場合にも該当しない。

認 （あてはまるもの一つに0をLてください。）

振込先h翻維持奨励金・被災者雇用奨励金代理人選任届及び振込先（変史）届のとおり ~. 

I 

※処理事項欄

咀結1c:tJ1,<C記双ないこと

受付年月日 整理番号 決裁ポ項

ニ可ll||||||ll-|l|lll喜叶IIIIl;’ 重 , ll.x一 二，’’'1llllllx .999’a•, 季 9 =•，量□戸 ＝ ， ．＇ ’'9,｀2: 蘊匡ぶ〗 9 :, l l l l | | l l l l I’-’’l l I I ! l l 9 9＇―＇， n9 | | l l l _ ^  ~ ：., e 
悶

菫芦,,疇
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社会保険関係

I'，1 

【申請当日に必要なもの】

① 受給資格決定申請時

a 厖用維持奨励金・被災者産用奨励金代理人選任及て1振込先（変吏）届
（両制度の当初の申請の際、中請を行う濯用保険適弔事業所ことに捏ボして下さい。以径の甲請で［ふ

変更のない限り不要です。）

被災者雇用奨励金受給資格決定申請書（様式第 1号）

被災者屋用奨励金雇用状況調査票（様式第 1号ー 2)

当該労働者の雇用保険被保険者資格取得等碓認通知書（原ぷ及び写 1音3)
（雇用保険への加入申震後、各公共轍業安定F/jから交付されるものです')

当該労慟者の国災証明書」 （際本及び写 1部）

当該労働者の住民票（原本及び写 1部）
（ただし、 e(T)「り災証明書」に当該労働者の氏名が記載されている場合は不要で芍。当該労慟者が

被災しF家屋に居住していたことが証明できるよう家族全員が記戟された住民票（り災証明書甲謂者

と当該労慟者の両方が記載されているもの）が必要です。なお、建康保険証免許糾など、り災証
明書に記載されている1王居に居住していたことが証B月できるものでも代用できます。）

事務担当者の訂正用印鑑
（申請書等の記載内容について修正が必要は場合に使用していただきます0)

② 支給申諾時

a 破災者雇用奨励金支給申請書（様式第3号）

b 雇用状況届出；；； （様式第3号ー 2)

当該労働者の雇用保険破保険者資格取得等確認団知書（原本及び写 1部）
（受給資格決定時に持参いただいたものです。）

当該労働者の賃金台帳（雇い入れの日から現在までのもの。原本及び写 1部）

事務担当者の訂正用印鑑
（申謂書等の記載内容について修止が必要な塔合に使用していたたきます。）

b
 
e

d

 

e

f

 

g
 

c
 
d
 e 

断たな薩い入れ

震
災
に
よ
る
破
災
者

攀

箋

主

雇用慄9灸0)加入手娠き

尼用保9灸確認通知霞の交9寸

受給資格決定申9●琶り）提出

受給資格決定通9D"(IJ交1寸

支給由請言の捷せ＇

各公共聡菓安定p/i

(IIローワーク）

兵庫累労働部置用関発諜

各県民局労政担当諜

【提出先】 （受付は平成7年7月17日（月）より開始します。）

（各機関の受付時問は9:30~16:00です。なお、平成8年度以隆（平成8年4月以降）は受付会場が変更さ

れる場合がありますので、霞話等により確認の上、必要書類を持参して下さい。）

受付機関名 所 在 地 電話 担 当 区 域

労働那雇用開発課 T650 (078) 神戸市

（埜金事業窓口） 神戸市中央区下山手遥6丁目．1-認 36(）―{1980 

兵歴票中央労働センター402会議室

阪神県民同労政課 T660 (06) 尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市

尼崎市束難波町5丁目21~8 481-7641 宝塚市、 1日西市、＝出市、 Ill辺郡

束播磨覗民局 T675 (0794) 明石市、二木市、美嚢郡

労政課 加古川市加古Ill町寺家町天神木97-1 21-1101 

淡路票民周労政課 T656 (0799) 洲本市、津名郡、二原郡

洲本市塩屋2丁巨4-5 22-3541 
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【この制度の詳しい内容の問合せは】

兵固県労働部雇用開発課開査担当 I〒650 神戸市中央区下山手通5丁巨10-1

TEL 078-341-7711 内綜3775

I 財団法人阪神・淡路大震災復興基金 ＿ 

~-貴［ ：累，lllll九l|llll’見 = 鳳'’［夏糧響三冒瓢墨囀瓢鰐 欠lll||||l||ll,lll|lIIIIIIIl|llllぃ 多裟］lll lll圭リllllllI~ :llll,llllIIl!I lllllllllllILlllllll□饂呈—-s-aa:',99hlii99

一―----•国
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P. 3 

雇用維持奨励金・被災者雇用奨励金代理人選任及び振込先（変更）届

雇用維持奨励金・被災者展用奨励金の代理人の選任及び振込先について下記のとおり

届けます。

平成 年 月 E] 

財団法人阪神・淡路大裳災復興基金理事長 様

〒
出 業主住所

名稔

雇用保険適閂事業所番号

氏名 ＠ 
（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

対象事業所 所在地 T 

名称

燿用保険適用癖業所番号

代理人の選任 1代理人を選任する 2代理人を選任しない

代 （どちらかにC)をして下さい口 2に0をされた卓業所は、以下の代理人選
理 任欄の記載は不要ですので振込先以下の欄を記入して下さい。）

人 職 名 代1閉人が

の 使用する

g 氏 名 印 鑑

任

代理事項 屈用維持奨励金の支給申請書及び被災者唇用奨励金の受給資格決定申

請営、支給申請喜の提出に関するこど

金融機関名

振 支 店 名

込 口座の種類 当座 普通 （どららかに0をして下さい）

先 ロ 座番号 I左憫からつめて記入して下さい

.フ.リ...... カ.......ナ .................. ....、 ...... . ．． . -....... ．． ． ヽ・，． ．．． ．．． 

口 座 名 義

産 （対象事業所の事業内容について、あてはまるもの一つに0をして下さい）

業 建設業 製造業 電気・カス・熱供給・水道業 運莉・適le業

分 即売・小売業飲食業 金融・保険業 不動産業 サーピ入業 その他
類

担 担当者職氏名

当 ............... ... ．．．．．．、 .... -....... ..................... -............ ·•···· 
者 担当者電話番号

富 （ ） 

備

考

：二．^了9l|-巫 ilゑllll躙闘蒸，卓 x-I 一＇~二号に―--．—x.. ＇ -9l’ 凸 l_ 二一'’ll ナ 99 畜コ止高二．-一•=巴竺炉砿吉二l|l終， ll•罰i•鼻，圭＇’ 贔J□疇 il董 9書l量！駈I|―瓢』婆，1
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社会保険関係

I'. 6 

≪記入例≫ Ga:頑云は雇用保険適用事業所ことに提出して下さい9

雇用維持奨励金・被災者湮用奨励金代理人選任及び振込先（変更）届
--

雇用紺持奨励金・被災者雇用奨励金の代理人の選任及び振込先について下記のどおり

届けます。

豆 7 与 7 月 3コニ：・“-霞'_90,叫財団法人阪神・；炎路大震災復興基金理ヰ

事業主 住 所〒東 -1 I本社0)厖用保険Jljffl事業所香号 1

本社以外に雇用保険辺ffl事業菜所所がb月 - I I 11 1ケタ
l無い場合対象となる事 名称ひょつご工業株式会社
‘ ↓  

渭．、応K9 9 9 となっていな9 ＼ 「泣用保険函用＃笠所杏号 f399-ozo303-2 
場合、本社で直接実施する場合は

本社のこと(J_記と同一内谷）を戸 氏名代表取締役社長神戸一郎 誓冨
委記載して下さい。 し去人のときはその名称及び代表者の氏名）]

登記した代表者[l]を使庶私印は不可。会社叩のみは不SI|

如も古業所

所在地 b`神5戸0 本制度の対象となる 市中央区下山手通5-10-1
事莱所が独立した層

戸称 ひょうご工業株式会杜神戸支店
用保険適用事業所て
ある場合、遠任する
ようにして下さい。 座用I呆汲邑用事業所番号 2801-020l0l-2 

代理人の選任 9 i i勺理人序達仔する I2代理人を選任しない

代 (2に0をされた事業所は、以下の代理人選任欄の記載は不要ですので振
理 込先以降を記入して下さい。） できる限り対象事業所の

人 職 名 /／長を選任して下さい。 ＠ 
の 神戸支店長 （担当者は不可｝ a 

選 氏 名 ヽ 印 鑑

任 兵 庫次郎

代理事項 雇用維持奨励金の支給申請書及び被災者侑用奨励金の受給資格決定申

請書、支給申請喜の提出に関すること

金融機関名 00銀行

振 支 店 名
神戸支店

込 口座の種類 当座 ・CH〕 （どちらかに0をして下さい）

先 口座番号 3 4 1 I 7 717 7 I 11 ! , 1 I圧潤からつめて記人して下さい

・・・フ・・・・・・・lJ..・・・ガ・・・・ナ.•••. ▲ ~• ヒ• ·ョ”•・ウ”ココウ▼ギ~● ▲ ~ ョ・・ ・ウ”.. カ..7.曹▲▲シ・~• ・ キ・・ ~· ・ が・• • イシャコウペ．シ~~・~ テ・・ ~ ~ ン~ ~ ~ • ．．．．．．．． 

ロ 座名 義 ひょうご工業株式会社神戸支店

産 （対象事業所の事業内容について、あてはまるもの一つに(:)をして下さい）

業 建設業 C亘巨3II!気・ガス・熱供給・水道業 運輸・邁1言業

分 卸売•IJ＼売業｀飲食業 金治・保険業 不動産業 サーピス棠 その(tl

類
/r-|るこ方の業務に対応でき「

担 担当者戦氏名

当 .................... ・・ ・・・-総務部総務諜長 ．．．限．．．．．．神．．．．．．．三．郎．．．．．．．． .. 

者 担当者電話番号
078 (34 1) 77 9 9 誓

備
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P. 7 

様式第 1号

被災者雇用奨励金受給資格決定申請書

平成

財団法人阪神・淡路人痰災復！困基金理事長 様

ギ業キ住所 〒

名称

代表者氏名 ぬ

ド記の者にかかる被災者雇用奨励金受給資格決定を受けたいので、中請します。

記

叫炉―――_-――¥-＝h

対 名称 所任地 〒

象

労 屈用保険適用事業所番号

働匿 奮 （ ） 

者用 事業所の事業内容（具体的に記人） 担当者職氏名

事

業 産業分類（あてはまるものー9つに0をして下さい）

所 建設棠 製造業 霊気・ガス・熱供給•水道業 運輸・通信業 卸売・小売業飲食業

金融・保険業 不動産業 サーピヌ業 その他

- ---ふ--り--がな--- ---、--..．． .．. S・........ ②生年月日 昭和 年 月 H ．． 

①対象労慟者氏名 ③・件別 男 女

受 ④対象労慟行勁務先名（所属及び職名）

給 ⑤対象労働者勤務先所在地

資 ⑥平成7年1月17R現在の対象労働者届什地

格 ⑦阪神・淡路大震災により、⑥の住居はどのような被害を受けましたか。

決 全 壊 半壊 全焼 半焼

定 市役所、区役所、町役場のり災証明書の内容に従い、当てはまるものに〇をして下さい．

に R屎用年月日 平成 年月 日 ¥9)所定内賃金額 月額 円

関 ⑩平成7年 4月 lH以降⑧の Hまで H額 円

す に①の労働者を常用労慟者として 時給 円

る 雇用したことがありますか。 ⑪対象労働者の確認 ①から⑩を薙認しました。

事
ある ない

印

項 （対象労1勘者本人が署名、

（どちらかに0をしてください。） 掠国して下さいC) 氏名 a) 

⑫平成 7年 4月 1H以降、現在までに常用労慟者を解屈したことがありますか。

1 ない。
2 解屠した事実はあるが、その全てが労働者の責めに帰すぺき解雇である．

3 1、2いずれの場合にも該当 Lないロ

（あてはまるもの一つに〇をしてください。）

⑬庫用保険被保険者資格に 被保・険・• • • • 者•• • •. となっ．．．た年月..日.......（平成 年 ---、-月.. 
H) 

関すること 被保険者番号

⑭り災証明合に関するこ｝ 証．明~年・~ ~ • • 月・~ ~ ~ 日~．~（平成 A ~ 年 月 日） .... 

証明番号

注 対象労働者が複数にわたる場合は、それぞれ月1J!T)用紙に記入してくたさい。

※処理事項欄 1受付年月日）整埋番号）決裁亭瑣
（囀顆におA口払しな入こと） ． ． 

—­

ヽ 月 H
 

,l’“ “ 』 繹 'l＇贔l|□ -疇見吉髪：lllllllll9瓢亨囀I這ご：9llllll’'髯言9999ll;ご:噴支 99ll声 曇，ililll葦'lllll！冨 ＇’量，譴＇＇言
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社会保険関係

口 （表面）

様式第 1号 2 

被 災者雇用奨励金雇 用状況調企票

二｀二二：；：ミニ・淡路大震文被叉『の口祝を円真今後の雇用施

11 c~食票には事業王の方が，言いいたた＜部分ど対象労働者の方き身が記入しげこだく部分が砂ホ 9ので、必＇
，要事項在こ記入の上、哭励金制度の受疇格麟詞目の際、必妾古類とともにl足出して下さいe

□ この凋戸三竺己譴以外の目的汽言gそこと1よあいよじん° - -- --」I 

上ー・事業主の方にお伺いします。

1 資事業所の概要についてご記入下さい2 

棗事業所の名称 記入j]当者氏名

雇用保険適用事業所番号 対象労働者氏名

対象労働者勤務J也 市・ 1J1J 労働組合の有無 付 ． 胆" 

費事業所従業員数 名 企業全体従業呉数 名

笑種（宇はもの一つに0をして下さい）

①食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 ②紬維・ |口j製品製造業

③木材・木製品、家具羹備乱製造業 ④出版•印刷・同関連庄業

⑤窯業・十石製品製造業 ⑥化学工業、石油・石炭製晶、ゴム製品製造業

勺）鉄鋼業、非飲金属、金屈製品製造業 ⑧一般・屯気・翰送用・精密啜械器貝製造業

⑨バルプ・紙・紙加工品、プフスチック製品、なめし革 •l>J製品・毛皮、武閤、その他製也業

⑯建設業 ⑪電気・ガス・熱供給•水道業 ⑫運給•通信業 ⑬叩克・小元業、飲食業

⑭金融・保険業 ⑮小動庄業 ⑮サービス業 ⑰その他

2
 

3
 

4
 

阪神・淡路大喪災による破災状況について、あてはまるもの一つに0をして下さい。

a.建物の被害 ①全壊 ②半壊 ③一部捐壊 （i)被害なし

b.建物以外の（生産・販売等）設備 ①仝壊 ②半壊 ③ 部損壊 （少岐害なし

c.在靡商品の被害 ①全捐 ②半損 ③一部損壊 ④被宙なし

震災直前と比較した現在の貴事業所の従業輿数について、あてはまるもの一つに0をして下さい。

① 増加した ② 変化なし (3） 減少した

震災直前と比較した臼事業所の生産・売上緑の状況について、あてはまるもの一つに0をして下さい。

8． 霞災後1カ月(H7年2月） ①変化なし ②減少(50％未潤の減） ⑧減少(50％以上の減） ④増加

b. 震災後3カ月(HI年4月） ①変化なし ②減少(50％未満の滅） ③減少(5U％以 Iこの滅） ④増加

c. 現在(H7年7月） ①変化なし ②減少(50％未満の減） ③誡少(50％以上の減） （が増加

II 
労働者の方にお伺いします。

あなた自身のことについて、あてはまるものに0をするとともに、必要事瑣を記入して下さい。

a．年齢 寧 b．性別 男・女 c．世帯主か否か 世帯主てある•世帯主でない
........ 

d．現在の勤務地 市・旧j e．現在の平均月収 力円(I万円単位に四捨五入）.............. ................. 

f．現在の任所 市・町．．．．．．．．．．．．．．．． 
g．現在までに転職をされたことがありますか ない・涜る(••…---．．回）
h．現在の職種 ①専門技術職 ②管理職 ③事務識

⑥技能職 ⑦保安職 Rその他

①正規職員 ②季節労働者 (3)ペートタイマー

《裏面も記入して下さい》

④営業職 R販売職

刺冒’
| 9 9 9 9 9 9' 

呈
．
圃
＂
仙
量
珊

，
繍
鼠
冒
饒
ー
＇

全

．．．
． 
箪

9
圃
嘗
胃
訓

e

＿・
一
h_-=_-，

＇
軋
冒
訓
婆
圭
―
戸
―

__
 r
-．
＝
-
＿
ー
や
量
菖
冒
＂
璽
．
に
―
_
-
―
-
—
_
-
＝
＝
―
_

i．現在の臨用形態

□ .,.’.,，9 鵬量言，．．．9lllll99'幸彦瓢戸．，：’’'99il’i'芦纏贔亨 螂-. ’’’’’’’’’rl旱●書＇ -菩 ..,lllili’'こ・三ぷ - ’ii'’’ 云 疇．＇冒鼠．
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p, （度面）

2 現仕の企業に勤務される前、どのようにしておられましたか。あてはまるモの一つに0をして下さい。

①他の企業等に勤務していた ②勁務していない（新如学卒者）

③勁務していない（自営） ①勤務していない(I岨翫 ⑤励路していなし、、その他）

3 前問で「：じまたは③ 11::回答された方にお伺いします。以前経微、または勁務されていた企業の概要に

ついて、必要事項を記入するとともに、あてはよるもの一つにC)をして下さい。

a．前勤務先住所 府・県 巾•町・村・・・.．.．．．．．．・
b.¥足業員数 ① 9人以下 ⑫） 10~20人 （ID 30~99人 ざ 100~299人 $, 300人以上

C．業種（主なもの一つに0をして下さい）

①食料品、飲料・たばこ・飼料製沿梨 ②祓純・ 1,1如昂製心業

③木材・木製品、家具・装備品製造業 （4.）出版・ 1:1JIIIJ・I「i]関連産染

⑤窯業・上石製品製造業 ⑥化学」・菜、 1］油•石炭製晶、コム製品製造業

⑦鉄鑽業、非鉄金屈、金属製品製造業 （lj) -一般・屯気・玲送用・精，5;機械器貝製造業

⑨バルフ・紙・紙lJnエ畠、プラ yチック製晶、なめし革・ 1口l'ti晶・毛皮、武閤、その他製造業

⑯建設哭 ⑪屯気・ガス・熱供給•水達業 (fi連輸・通信業 ⑬卸売・小売業、飲食業

⑭金屈・保険業 ⑲不動韮業 ⑯サーヒス業 ⑰その他

4 問2で「①他の企業等に勤務していた」と回答された方にお伺いしよす。以前の（最も最近勤務されてい

た）勤務先の識種等について、あてはまるもの一つに0をするとともに、必要弔印をご記入下さい。

a．朦種 ①専門技j碩職 迄，＇管 1甲職 〈3〉手・務戟 ④営業職 急I販元職

⑥技能峨 ⑦保安職 :!!)その他

①正規職員 ＠）季節労倒者 ⑱）パー kタイマー

• ・ • ---・ • ・ • ・ • ・ • 
年 d．前識の平均月収 万円(1カト］1ji位に四捨五人）• •......· • • • • • 

①平成1年4月以降 ②乎戚1年3月 虜）平成7年2月 ④ 平 成1年1月

⑤平成6年1月～12月 ⑮）平成6年6月以前

f．離識の理由 ①自己都合 （②使用者都合（解面） ③退l熾勧奨による退戦

b．雇用形態

C．勃務年数

g．離職の時期

5 以前の（最も最近勤務されていた）勤務先を離識された、あるいは事業・内職活動等を中止された理由は

震災によるものですか。最も近いもの一つに0をして下さい。

①喪災によるもの ②震災によらないもの （③炭災以外の要囚もあるか主は虞災による

6 前問で「①または⑬）」と匝l答された方にお伺いします。それは呉体的にはど(!),rうなものですか。あては

まるキ〕のgぺてに0をして下さい。

①事業所が（を）閉鎖 ②事業所から解雇 ⑧家屋等か被災 ④本人のけか

⑦通勤手段の途絶 ⑧仕事・事業をする意欲の減衰 （§)迅屈地への配置転換

⑩給料等労働条件の悪化 ⑪その他(

⑤家族の1:1か
遁，職種の変更

） 

7 問5で「②または（釦と回答された万におfa]いします。以肖i」の（霰も最近勃務されていた）勤務先を離職

可る押由について、あてはまるものすぺて1こ0をして下さい。

①勁務地 ②職種 （③戦務内容 （ふ貨金 ⑤面用形態 ⑯！幅利l9生

⑦勁務時間・休日数 ⑧定年 ⑧退峨勧奨があった ⑪その他（

8 今回の就職にあたり、重要視した条件は次のどれですか。最も雷要視したもの 1つに◎をするとともに、

特に重祝されたものを3つまで選んで0をして下さい（計4つ以内で選んで下さい）。

①勤務地 ②職種 ③職務内容 ④役職 ⑤扉川形態 （§)賃金 ⑦勤務時間・休日数

R自己の評価 ⑲，企業の規模•知名度 ⑩企業の将来性 ⑪社風 ⑫教育訓練 ⑬定年年齢

⑮福利浮生 ⑯その他(

9 今回の就職にあたり、どのような方法により求腕活動を行われました力＼。あてはまるものすべてに0を

9るとともに、現在勤務されている企業の情報を最初に得たものについて、あてはまるもの一つに◎をして

下さい。

①公共職業安定所の紹介 ②就職情報誌の情報 （③縁故活動 ④学枚の斡旋

⑤企業訪問 （6）その他(

＂吋

．．
 ~

 

,9’llll-會 ,9llllll璽疇．＇鵬
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社会保険関係

様式第3号

被災者雇用奨励金支給申請書

平成

財団法人阪神・淡路大霰災復即梧金理事長 様

事業主付/Ji

名称

-
T
 

1し表者氏名

年 月 日

叩

平成 年 月 日付 第 号の 2で受給資格決定を受けた労ij，1者の被災者屈用

奨励金の支給を下記のとおり申請します3

記'

申請額 1 5 0カ円

対 名称 所仕地 〒

象

労 雇用1呆険適用平業所各号

働雇 'lii' （ ） 

者用 事業所の事業内容（具体的に記入） 担当者職氏名

事

業 産業分類（あてはまるもの つに0をして下さい）

所 建設棠 製造業 電気・カス・熱供給•水直業 還輸・通信業 卸売・小売業．飲旦業

金融・保険業 不動産業 ワーピヌ業 その他

対 者 ．．．．ふ．．．．り．．．が．．な．．． 

象の (1)対象労慟吾氏名

労状 ②生年月日 昭和 年 月 ロ
働況 ③雇1tt年月日 平成 年 月 ［］ 

④平成 7年4月 1n以降、現存までに常用労1対者を解屁したことがありますか。

解
1 ない

雇 2 解雇した事実はあるが、その全てが労慟者の責めに帰すべき解厖てある。
の 3 1、2いずれの場合にも該当しない。
確

認 （あてはまるもの一つに0をLてくたさい。）

振込先 li!i<Jll絆持哭励金・被災者雇用奨励金代理人選任届及び振込先（変〗3 油砂とおり

※処理事項棟l

咀餡1本て記入し俎こと）

受付什月 H 柊埋番号 決裁串項

“
●
い
仰
｀
＇

．．．．．．．．．．． 

帆
，
量
疇
』
□

＇`
；叙

総
~
各
膚9

．
饂
胃
囀
―
_
-
―
―
―
―
―
―
―
―
_
-
—

＇軋菖言＂匡_-＝――-＝＝-＿’
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444 

P.11 

様式第3号ー 2

対象労働者の雇用状況届出書

1 対象労働者の氏名及び現在の勤務先名（所展名）とその所在地

①対象労働者氏名.．．．．.．. ・ ・.．．．．．．.．．．．．．．．．．・.．．．.．． ②勤務先名• • • ・ • ・ • • ・.．．．．．．．．．．．．．．．．．.．．．.．．．．．．．．．.．．．．．．．．.．・ • ・ • • ・・・・・・ • ・ •ヽ・・・· • ・.．．.．．．．.．． 

③勤務先所在地·········•·•·····•················· ・・ ・、.．．．.．．．・ • ・ • • • ・ • • • • •・・・·・・・・・...... ... .•................... ... . ... ... ... .・・・・・.....................・・・

2 雇い入れの日から現在まで 1で記入した以外のところに勤務しましたか。

① 勤務していない

② 勤務した（雇い入れの日から現在よでの勤務先名及びその所在地について、転勤の月Elもあわせて別用紙（様式は自由

です。）に記入して下さい。）

3 雇い入れから現在までの出勤状況を記入して下さい

1 2 3 4 S 6 7 8 g 10 11 12 13 14 15 16 1―/18 19 2ll 21 22 23 2, 2, 26 27 28 29 3D 31 

月

月

月

月

月

目

月

月

月

月

月

（注）出勤状況の記入は次の例によること。 公：公休日 出；出勤日 有：年次有給休暇 欠：欠勤

4 雇い入れから現在までの賃金支給額を記入してTさい。

冨全古1/、対象期閤 平 成年 月日
平～成平成年年月月巳日

平成年巨日 平成年月 El 平成年月日 平成年月日
～平成年月 B ～平成年月日 ～平成年月 El～平成年月日 ～平成年月日

賃金支払 El平成年月日 平成年月日 平成年月日 平成年月 8平成年月日 平成年月ビl

賞金総支給額 円 円 Fl 円 円 巴

賃支払対象期閻 平成平成年月日 平成成年月巳 平～成平成年年月月日日
平成年月日 平成年月日 平成年月日

～ 年月日 ～ 平 年月 El 9ッ平成年月 B～平成年月巳 ～平成年月日

賃金支払日 平成年月己 平成年月 B平成年月 El平成年月日 平成年月日 平成年月日

買金総支給額 Pl 円 円 円 円 巴

（注） 1ヶ月単位で記入してFさい。賃金支払が月2回以上ある場合も、月単位によとめて下さい。

奨励金の支給対象者にかかる勤務地、支給対象期閻の出勤状況及び貨金支払状況は1：記のとおり相遊ありま

せん。

平成年月日

事業士住 所

名称

代表者氏名

勤務地、出勤状況及び賃金支払状況は上記のとおり相連ありません。

平成年月日

対象労働者確認印．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．、．．．．．0
（対象労働者本人が署名・捺印して下さい）

旺l

（注）兵匝票叢低賃金の日額22日分以上の額を毎月の賃金として6同以上支給した日、あるいは雇い人れの日から

6ヶ月経過した日のいずれか遅い日以降に支給甲謂を行って下さいa

-x―冒｀ご•`｀ごi鬱．．菱 響攣．“̀ 羞＇
ぃ;’'嗜言陣疇至亨I蒸_-.“亨7釦『｀-,-.;，"鍔．~ぷ e 99、,'9,9''99 *＇遍 i"`ヒ＂塁ヽ



社会保険関係
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阪神・淡路大震災により被害を受けられた

事業主、仕事をおさがしのみなさまへ
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再就職の支援と雇用の維持のための制度についてのご案内

今回の喪災で大きな被害を受けりれたにもかかわらす、雇用の維持のために懸命の努）」をしておられる

企業の方々、企業の被災等により離識され、再就職を希望されているガ々なとのために、県はさまさまな

制度を活用し、事業主、 1/j/J労者のみなさまを支援しています。しかし、屈川を取り巻く環境にはまたまた

厳しさがあるため、県では離職名の）」々の再就戦を今後とも最優先の課迎とし、同時に今後の新たな離職

者の発生を防止するため、これらの扉用対策をさらに効果的にご活用いたたきたいと考えています

このリーフレットは勤労者及び事業主の方に、それらの情報を提供するために、各挿紺11良0)概安をとり

まとめたものてすc、利用口j能と思われる制度かありましたら、各問い合わせ先にご確忍いたたくなとお役

吃てください。

披災離職者の再就職のために

事業主の方々へ —こんな助成金か支給されます

l 被災者雇用奨励金：家屍か全・半壊した方々を屁い人れたとき

2 特定求職者雇用開発助成金：高年齢者、防害者客の特に就喘か困難なガ々を屁い人れたとき

以上継続して屈川した虫業主

災者の屈い人れを対象とする

問い合わせ先：県雇川開発課）

2 特定求職者雇用開発助成金制度の特〗：置
■対象者 高年齢者 (55栽以上 歳未満）・降出者芍就職か特に困難な被災離識者及

5歳以卜 55歳未洪の被災離職者をハnーワークの紹介により、継続して屈用

労働者として扉い入れた事業主

平成 7年 7月 1日～平成8年 1月22日の問の屈い人れを対象とする

犀い人れ後 1年間（直度岡害者は 1年6ヵJj)に支払った貨金

高年齢者・障害者守の被災離戦者 1/2 （中小企業 2/3)

うち重度障害者 2/3（中小企業 3/4)

4 5歳以上 55歳未満の被災離職者 1/3（中小企業 1/2)

（お問い合わせ先；県職業安定課、最寄りのハローワーク

■期間
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仕事をおさがしの方々へ

1 ハローワークでの再就職先のあっせん

2 合同就職面接会の開催

3 巡回職業相談の実施

4 職業能力開発の実施

こんな再就載のお手伝いかあります一

］
l ハローワークでの再就職先のあっせん

； ハローワークては桔極的に求人開拓を行い、職菓相談窓口に専門の職員を配直して、希望条件等

1 を十分にお間きしなから、再就職先のあ 9 せんに努めております。また、地域への出張戟業相淡

(1日ハローワーク）も行っています。

（お問い合わせ先：県職業安定課、最寄りのハローワーグ）

2 合同就職面接会の開催

被災地の内外を問わす、県l仝ハ [1ーワークかそれそれの実情に応した連携・協力をすることに

ょぅて、被災離職者を含む求職者の早期再就職の促巡を図るため、求人者・求職者が—堂に会した

合同就職面接会を開催しています。

（お問い合わせ先：県職業安定課）

j 巡回職業相談の実施

神！J巾内の各区に設けられた待機所に、ハローワーク職員か出版し、待機所居住者を対象に眠業

相淡を行っています。 ！ 

（お問い合わせ先：県喘業安定課） I 

！ 4 職業能力開発の実施

被災離職者を対象とした能力開発としては特別訓純の実施や、通常の離転職者の訓練コースに被

災者を優先的に受け入れを行っているほか、離職された自営業者の力々にも公共峨業訓練期間中は

訓練手当を支給するなど、再就職支援を行デています。

山 県立施設における今後の予定

（募媒期間） （定員） （臥II純期間） （場所）

建設機械コース

’’ 
ClA経理コース

大型自動車連転コース

!J/1.3 - 11/30 

切 ll - 12/26 

12月直

12月 I旬

機械コース 12月上旬

121 雇用促進ホ業団立施設における今後の予定

（募集期間）

l]月中旬

11月中旬

11月中旬

軍気設備丁事科

金属加l』．科

屯気設備工ポ科

12名

12名

25名

30名

l5名

12/15 -

l/18 ~ 
1月中旬～、

1月中旬～、

1月中旬～、
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2/27 

:J/27 

明石

明石

2ヵ月 神戸

2ヵ月 神戸、厄崎、高砂

（定員）

30名

30名

30名

2ヵ月

1月開始、6カ月

1月開始、6カ月

1月開始、6カ月

神戸

（訓練期間） （場所）

尼蛤

尼崎

加古川
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雇用 の維持ー確保のための

事 業 主 のみなさまへの支援

1 雇用調整助成金制度の特例措置（休業等により雇Jll維持を図ったとき）

(II 地域指定による特例措誼

■対象者 災害救助法通111地域を管轄するハローワーク管内(※ 1)の事業主で、震災に

より事業1占動の縮小を余儀なくされ、休菓、教育訓練または山向を行い雇用の

維持を図った事業t
平成7年 1月2:l日～平成8年 1月22H 

出向・休業の場合 2/:l（中小企業 3/4)

教育訓練の場合 3/ 4（中小企業 4/5)＋』II錬費 l人 IH当tり3,000円

被災地域外に所在する下請事薬所への特例措證

■対象者 災宙救肋法適用地域を管轄するハローワーク管内(※ 1)の親虫業所の影響1こ

より、事業活動の縮小を余儀なくされ、休業、教育訓純または山向を行い雇用

の維持を図った前記ハローワーク管外の下請虫業所の事業主

次下請事業所（総事業鼠等の 1/3以 le．の取引等）の事業主

•上記の一次下請事業所と取引関係がある二次下請事業所（総屯業摂等0)1/

2以上の取引等） 0）中小企業事業主

平成 7年 2月24日～平成8年 1月22日

ト．記アと同じ

■適川期間

■助成率

(~) 

■適用期間

■助成率

2
 

■支給率

3
 

4
 

（お問い合わせ先：県職業安定課、最寄りのハローワーク）

雇用維持奨励金【阪神・淡路大震災復輿基金】 （休業等により雇用維持を図ったとき）

■対象者 上記 1-11)及び12)0)庭用調整助成金に同し

■期間 平成1~8年度（平成7年4月1日～平成8年3月31日の間に行われる屈用

維持措置を対象とする）

休業f当等の 1/9 （巾小企業 1/8)

（お問い合わせ先：県雇用開発課）

生涯能力開発給付金制度の特例措置

（配置転換芍により新たな職務に就かせるための職業訓練を行ったとき）

■適用対象 平成7年7月IH～平成8年 1)」22日までの間に行われる職業訓純

■助成率 訓純経費及び訓綽受講中の貨金の 1/3（巾小企業 I/2) 

（お問い合わせ先：県能力開発課）

中小企業事業転換等能力開発給付金制度の特例措置

（事業多角化を円滑に推進するための職業訓純を行ったとき）

■適用対象 平成 7年7月 1日～平成8年 1月22 Flまでの問に行われる職業訓練

■助成率 訓練経費及び訓練受講中の賃金0)3/4

（お問い合わせ先；県能力開発課）
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被災された勤労者、事業主への融資制度のご案内

労働福祉施設等整備資金融資

■対象者 り災証明吉の発行を芝け、労働者仕宅を整備する出業所

■融資限度額 3. 0 0 0万円

■融資利率 年2. 8 %（般貸付の場合は年：1．4%）

■償還期間 7年以内 (6ヵ月据え沼きuI)

[ i 勁労者住宅資金融資災害特別貸付

■対象者 自己居住の住宅1こ震災により、り災証明の発行を受け、眼内にn己届住の件宅を

（お問い合わせ先：県労慟福祉課）

新築し、購入し、増改築する、占

ー·↓・・'•~ 8 0 0 月Pl■融資限度額

■融賓利率

■償遠期間

年3. 2 5%（ただし、元金据置き期問中は年 3. 0%) 

25年以内（新築、購入の場合、 5年以内の据四き期間を設けることかできます）

（お問い合わせ先：屎労働福祉課）

3 中小企業退職金共済制度の特例措置

(1) 掛金の納付期限の延長措閥

■対象者 災害救助法適用市町(※ 2)0)被災共済契約者

●対象掛金 平成7年 2月分以降

●延長期間 1年以内で申し出のあった期問

(21 後納割増金の免除措個

上記①の申し出のあった期間の月分の掛金に係る後納割増金（延滞金）の免除

（お問い合わせ先：中小企業退戦金事業団）

4 勤労者住宅資金の返済方法の変更

l ■対象 者震災前にこの融賓を受け、地衷により・定以上の被害を受けた中小企業従業員

I 

I 

■猶予の内容 り災割合により、 5年以内の元金据え筐き期間を設けるとともに、返済期間を延

長し、据置き期間中の利率を 1. 5％以内で引き下げる。

（お問い合わせ先：県労働幅祉課）

（注）利率は平成7年 10月2日現イtのものです。
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社会保険関係

P、)

！3) 既設コースでの優先受け入れの今後の予定

（募集期間） （定員） （訓棟期間）

福祉コース

設開の談相働労
＿

1
 

一
~
~
＿

|
|
し

縫製コース

10月中旬

10月 F旬

21)名 llJ]中旬～、l力月

10名

（場所）

神戸・

12月上旬～、3カ月 神）-;

（お問い合わせ先：県能力開発課）

』-ぃ
晨

そのほかこんな支援をしております

原下 17ハローワークにおいて特別労働相談窓[1を設置し、被災された事業t、求戦者に対して

屈用調幣助成金や特定求職者雇川開発肋成金をはしめとする各種JJJJ成金、失業給付の支給や戦業紹

介等についてきめ細かな相談援肋を行っています。

（お問い合わせ先：県職業安ぷ課、最寄りのハローワーク）

また、衷災復輿総合相淡センター及ひ各県民屈て、貨金・労働時間や労使関係について、相談を

行っています。

（お問い合わせ先：県労働福祉課、震災復興総合相談センター）

2 公共事業就労促進法による失業者への雇用の場の確保

被災地域において計両実施される公共事業については、公共事業就労促進rli(1）施行により 定割

合の被災失業者の厖川か義務つけられています。事業.±:0)みなさまには、その趣旨をこ哩解いただ

き沈の顧守に努めていただくとともに、公共事業での仕事を希望されるみなさまはハl1ー「）ークに

てご相談ください。

■対象地城 特別地域(※ 2)

■対象失業者 平成71「]月 I7日以降に久染し、上記地域内に居住する失業者及びそれ以外

の失業者で上記地域内で行われる串槃に従事していた者

4 0％以上

比較的技能を要しない簡単な仕ポ

■久畏勃吸収率

■対象職種

（お問い合わせ先：県職業安定課）
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※ l ：災害救助法適用地域を管轄するハローワーク肯内

神戸市、尼崎市、明石市、囲宮市、洲本市、苗屋rli、{JI丹市、宝塚lh、二木市、 /II西市

三田市、川辺郡、芙褒郡、津名郡、--:原郡

※2 ：公共事業就労促進法適用の特別地域、災害救助法適用市町

神戸巾、尼崎市、明石市、西宮巾、洲本巾、芦屋市、伊丹市、宝塚巾、三木市、川西市

津名郡、=:原郡
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□|
 --— お問し、合わせ先―--

兵庫県屈用開発課（基金事業窓II) : 078-:lli0-0,180、兵庫県労働福祉課： 078-362-3360

兵廂県能力開発課： 07S-:lli2-:l31i7、兵廂県職業安定課： 078-3fi2-3378~3379 

阪神県民局労政課： 06-481-71i,1l、東播磨県民局労政課： 0794-21-1101

東播胴県民局西脇商工労政分奎： 079522 lfi lfi、西播磨県民局労政課： 07()2-81-3001

但馬県民局労政課： 0了9623 1001、丹波県民屈商T労政課： 079572-0500 

淡路兒民局労政課： （）799 22 3G41 

Iハローワーク（公共職業安定所） ： 

神戸： 078-3931070、内神： 078991-1100、灘： 078291-860'.）、尼崎： 06428 0001 

西宮： （1798-71 3721、伊丹： 0727-82-3414、明石： 078-912-2277、)JU古川： 079422-2567 

内脇： 079:,22-:ll 81、姫路： 079222 4431、姫路南： 0792-376500、龍野： 0791-62-0981

相生： 0／912 2-092(）、豊岡： 078023-3101、八IJ'.jj: 0796-6ど―2217、柏原： 0795-72-1070

洲木： 079922-01,20 

震災復興総合相淡センクー： 078360 8SII、中小企業退職金事業団： 03-31:JG-0l51
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社会保険関係
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神戸市内に臨時公共職築安定所を緊急開設 1

一雁用保険の特例措置に係るサービスを実施一

兵庫県労働部雇用保険謀

阪神大震災により雇用保険を受給する方の増加が著しく、

皆様のニーズに合った対応が難しくなることが予想されるため、被災に伴う鼎用保

険の特例給付の業務を専門に行う臨時公共戦榮安定所（緊組雇用保険サーピスセン

現在の庁舎では利用者の

ター）を以下のとおり開設することになりましたのでご利用下さい。

◎利用していただける事業所、受給者の範囲

今回の被災により、事業を休止又は廃止したことに伴い、 雌職に関する屈出の提出

をしようとされる神戸公共職業安定所（三田出張所管轄を除く）及び灘公共職業安

定所の管轄事業所並ぴに被災により同所で受給資格の決定、 失業の認定を受け、又

は受けようとされる雇用保険の受給者．

◎業務内容

今回の被災により休業若しくは限職を余111lなくされた扉ffl保険の被保険者に係る韻

職に関する届出の提出・受理、離職票の交付、受給資格の決定、失業の認定。

◎業務開始平成 7年 2月21日（火）
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社会保険関係

P. 2 

休業 証明書の記載例

例示説明

1 地霰ため、平成 7年 1月 17日から平成 8年1月 16日まて休業し

た場合。

2
 

貸金形態は月給制で月額 25 0, 

貸金の締切日が杭月 25日の場合。

0 0 0円

離職を「休業」に訂正すること。 休業日を記入すること。
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社会保険関係
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p 4 

蒻胴望靡茂喜娼翌）咋麟

~~,~"^•+ 9m  n^ —心比..,、＝千 m口害

否
姐9919芍●号

言
事業所●

⑤名

”沖所社

⑦ 

星18魯号I'乙否ぷ？ナン／
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P. 1 

兵庫県南部地震による被災地域の

中小企業に勤務されていた労働者の皆様へ

賃金の支払の確保等に関する法律に基づく

「未払賃金の立替払制度」のご案内

このたびの兵庫県南部地喪により被災された皆様には、心よ，)お見舞申し上げますと

ともに一日も早い再興をお祈リ申し上げます。

今回の地震による被害を受けられた皆様の中には、お勤めになっていた企業も地震に

よって直接被害を受けることによリ、事業活動が停止し、賃金支払のための資金確保に

支障をきたすなど事実上の倒産状態となっているため、賃金の支払いを未だ受けていな

い方も相当数いらっしゃることと思います。

このような被災地域＊）で慟いていた皆様のために、できるだけ早く手続を進めること

ができるよう本年 2月 20日から 4月 20日まで、 「未払賃金の立替払」の相談と申請

を集中的に受け付ける専門の窓口を設けることといたしました。賃金が未払となってい

る労働者の方はご相談下さい。

］ 未払賃金の立替払制度の内容

未払賃金の立替払制度とは、企業が倒産したため、賃金が支払われないままに退職

した労働者に対して、その未払賃金のうち一定範囲 (8割相当額）を国が事業主に替

わって立替払をする制度です。

立替払ですので、立替えた賃金債権の請求権は、国が取得することになります。

ll 立替払を申請できる方

労災保険の適用事業として 1年以上にわたり事業活動を行ってきた中小企業に使

用されていた労働者で、兵庫県南部地震の直接的な被害によリ企業が倒産する事態

に至り、退職したものの定期賃金等が未だ支払われず、今後も支払われる見込みが

ない方々です。

*9被災地域

兵庫県

神戸市、尼崎市、明石市、西宮市、洲本市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、

三木市、川西市、津名郡（淮名町、淡路町、北淡町、一宮町、五色町、

東浦町）、三原郡（緑町、西淡町、三原町、南淡町）

大阪府

大阪市、豊中市、池田市、吹田市、箕面市

•999.iill! ,9'” 三 '’’’.-- .,...9999’’- 9lllllllllll価，『ll9li ，~ ＝ 璽冑讐-呵iillllll『亡-x-i:llllll；疇●ふllllll9・暴垂一澤，lll||llll・＇［一 •..・雪 ．一•



社会保険関係

P. 2 

頂 立替払の対象となる末払賃合

す替払の対象となる「末払賃金」は、退職 H （例えば平成 7年 1月 17日）の 6か

月前までの貨金で、支払期 Hが到来しているにもかかわちず、支払いを受けられない

「定期貨金」及び「退職手当J （未払貨金の総額が 2万円未満の場合を除く）です。

なお、立替払の額には、年齢ごとに上限額が定められていますc

IV 今阿 0)寸替払 0)請求手続

今同の収替払を受けるには、次の手続を必要としますが、諸求手続に使用する申請

用紙は、各労働某準監督署に用絲してあリますのでお甲し出ください。

ー 対象企業の認定

(1) 倒産した企業の本社を所轄する労働基準監督署長に［認定申請髯」を提出して、

企業が倒産して事業活動が停止し、再開する見込がなく、かつ｀賃金支払能力がな

いことについて認定（以下「倒産の認定」といいます口）を受けて下さい。

認定は、労働名の代表が一度行えばよいこととされておリますので、本社に勤務

する労働者が代表として本社を所柁する労働県準監晋臀長に申請されることをお勧

めします。

(2) 立替払の相談と申請を集中的に受け付けることとしている期間は、

2 0日から 4月20日までです。

平成 7年 2月

(3) 認定中請には、申諸される方の身分証明書及び印鑑等のほか、会社の賃金台板、

就業規則、出勤簿等の労務関係書類及び財務閲係がわかる書類が必要とされておリ

ますので、事業ずや労務担当者とと土）」に労働某準監晋署に中請に来られるようお願

いします。

混雑も予想されますので、事前に間い合わせされることをお勧めします。

認定申請を行う方は労働者の代表 1名ですが、若干名の同僚が同行することは差

し支えあリません a

認定申請時に持参していただきたい資料

（焼失等で資料がないなどお困リの方は、

①'げ真付き身分証明髯、印鑑

②事業場（会社）の罹災証明書

③労働保険概算保険料申告書袢労災保険番号が記載されている書面

④賃金台帳、⑤出勤簿（タイムカード）、労働者名簿

⑥就業規則（賃金規程、退職金規程を含む）

⑦商業登記簿文は営業許可書（廃業届を含む）、R直近の決算報告

⑨会社の土地、建物の登記簿

⑩会社の主な資産状況がわかる書類（預金・有価証券残高証明書、

売掛債権・換金可能な動産一覧表）

その他の労務、財務関係資料

窓口にお問合せ・ご相談下さい）
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p 3 

2
 

未払賃金の額等についての確認

前記 1 の倒産の認定を受けた後に、労働基準監督署長に「確認申請書」を提出

して、末払賃金の額等の確認（以下「確認」といいます。）を受けて下さい。

確認申請は、労働者の方が各人ごとに、勤務していた事業場（本社、支店、工場

など）を所轄する労慟基咆監督署長に行いますので、事業場ごとにまとまって申請

されることをお勧めします。

確認を円滑に行うために、申諸される方の写真付き身分証明香及び印鑑等のほか、

給与明細書、昇給辞令、給与振込み記録のある銀行通帳など、賃金額のわかる書類

をご持参下さい C 特に、退職金についても申請される方は、退職金規程写などの支

給額の算定できる資料を添付して下さい。

確認申請時に持参していただきたい資料

（焼失等で資料がないなどお困リの方は、窓口にお間合せ・ご相絞下さい）

①写真付き身分証明書、印鑑

②振込みを希望する申請者本人名韮の預金通帳

③支給賃金額のわかる苔類（賃金台帳、労働契約締結時の賃金に関する書面、

給与明細書、昇給辞令、給与振込み記録のある銀行通帳など）

④就業規則（賃金規程、退職金規程を含む）、労働協約

⑤解亜辞令｀ ⑥出勤簿（タイムカード）、⑦労働者名簿

その他の労務関係資料

なお、認定申請時に提出済の書類は省略できます。

3
 

立替払の請求書の提/H

確認が済みますと「確認通知白Jとともにお渡しする「立替払請求書」等に振込

みを希望する銀行口座等必要な事項を記入し、

労働福祉事業団

（担当：賃金援護部 審査課）

〒10 1 東京都千代田区神田小川町 2-5

匹 03-3292-8871

ヘ郵送によリ提出して下さい。

後日、請求された方が指定した金骰機関に立替払金額が振り込まれます。

V 立替払ができない企業

①雇用詞整助成金の特例的な適用を受けている企業

②労働者が休業者への失業給付の特例支給を受けている企業

③災害復旧貸付制度等を利用している企業

は、倒産したと認められませんので、立替払はできません （利用予定も同じ）。

.-――ニ―-＿＿―-――-＝-―『
I
t

＊不正受給について

偽リその他不正の行為によリ汀替払金の支絵を受けたときは、立替払金額の 2倍の

額の納付を命じられるほか、別事責任を問われることになります。

姿
」
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p 4 

主な労働基 準監督署の所在地

神戸束労働基準監督署 〒650神戸市中央区彼1嗣1-1神戸房息腟斯舒1蘭2僻 8018-332-5353 

（神戸市のうち翻芸区） 7リザイヤ1し・ 0120-504100 

神戸西労働基準監督習 〒652砧戸雨兵庸鉢樟10-1-5 匹018-516-1831

（神戸市のうち揺ト、長耶鶉凶旦k凡1慣罪） 7リーダイヤ！ヽ'・ 0120-554100 

尼崎労働基準監督署 〒660佗藍桟肩愧lj4-l8-36且椅胤揺1a」庁令 806-481-1541 

（尼崎市） 7リ→＇イヤ！，, 0120-576100 

伊丹労働基準監督署 〒664伊丹観鵞1-1-6 80121-12-6224 

（伊丹市、川西市、二田市、 JI[辺郡、多紀郡） 7リーダイf!し,0120-580700

西宮労働基準監督署 〒662西宮罪『1-35 岱 0198-26-3133

（西宮市、芦屋市、宝塚市、神戸市のうち直喜区） ）リーダげ• 0120-588100 

加古川労働基準監督署 〒615創111市り［訂良男269-10 四0194-22-500 I 

（高砂市、加古川市，明石市，小野市、＝木市，加古郡、笑嚢郡）7)ーダイヤIし・ 0120-565100 

淡路労働基準藍督署 〒656洲桂桑r（280-2 匹0199-22-2591

（洲本市、津名郡、三原郡） ブH'イャル 0120-568100

兵庫労働基準局監督課 〒650神戸1叩庚区彼埠『1-1卸募―党力合罰似屑 8078-332-7000 

7）ーダイヤル 0120-601700 

FAX07 8-332-7041 

806-941-0451 大阪中央労働某準監督署 〒540煤評妍飼4-8-13

（大阪市のうち中央E，蘭且E戊郎、天三寺区、浪徳区、生9E)

阿倍野労働基準監督署 〒545複柿l倍『既航3-14-12

（大阪市のうちt雄凡住吉凡百郎，躇郎、康II謡、岡罷）

天満労働基準監督署 〒530大知紐尻1-1-17

（大阪市のうち北芯百島厄、郎）

大阪西労働基準監督署 〒550、I、屈韮ヌ桐II江1-22-11

（大阪市のうち郎、紅、大韮）

西野田労働基準監督署 〒 554 大械訊狂~9 合 5-3-63

（大阪市のうち［紐、藷111[屠飩）

淀川労慨基準監将署 〒532,(仮鐸IE斎狂1-9-26 四OG-302-4321

（人阪市のうち椅111広鰈I’IE、池田市，豊中市、箕面市、豊能郡）71ーダイヤ/,0120-57 4321 

北大阪労働基準監督署 〒513A印紐，万盾東認1-6-8 む0720-45-1141

（大阪市のうち8胚、守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、凹条畷市，交野市）

茨木労勧呆準監督署 〒567沢村頃肛1-6 60726-22-6871 

（茨木市、扁槻市、吹田市、摂津市、三島郡）

岱 06-621-5412

岱 06-358-026 l 

四06-531-080I 

fl:06-462-8101 

大阪労働基準局監督諜 〒540大屈桐中央欧積'1-1-61大板合同『合笞2号餌 岱 06-949-6490

71-ダイヤ，<0120-431110 

）は監督署の管轄区域 FAX06-942-4193 

なお、内容のお問合せ、申諸書類の交付については、最寄りの労働某準局、

労働基準監督署でも受付けておリます。
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I P. l 

社会保険に加入されている皆様へ

政府管掌健康保険、序生年金保険、船員保険、国民年金等

に加入されている方、年金を受けられている方へ

兵庫県南部地震による被災地の皆様方に心からお見舞い中し tげます。

兵 庫県福祉部保険課

兵庫県福祉部国民年金課

〒 650 神戸巾中央区下山手通5-10-1

保険課匹 (078)341-7711 （内線 30 3 4) 

国民年金課 ff(078) 341-7711 （内線 3 0 7 1) 
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社会保険関係

p り

この度の兵庫県南部地視により災害を受けた皆様に対し、健康保険、厚生年金保険、船員保険及

ぴ国民年金等については、災害特別措匿として次の措置を行いますのでお知らせします。

被保険者証（健康保険証）等がなくても病院で受診できます

〇被保険者証等を焼失叉は自宅に残したまま避難し、病院の窓口て提示できない場合には、そ

の旨と氏名、生年月日及び動務する会社名（国民健康保険及び老人保健の加入者の場合は、住

所）を病院の窓口て申し出ることにより受診できます。

また、災害救助法の適用を受けた地域にお住まいの方で、①住家が全半壊、全半塊又はこれ

に準じて被災された場合、②主たる生計維持者の方が死亡又は重いf尉角を負われた場合、病院

に申し出れば、 2月木日まては、因釈費の一部負担と入院中の食事に係る負担について支払い

ヵ寸酋予されます。

なお、生活保護その他の公費負担の医療を受けられる方も同様の扱いですので、その旨病院

に申し出てください。

〇 健康保険及び船員f団険の被保険者証等の再交付申請は、会社を経由しなくても本人の中請で

受け付けます。

振込通知書、完伍蜘書がなくても年金を受け取ることができます

0 2月15日支払いの国民年金、厚生年金保険及び船員保険の年命を銀行等で受け取ることと

されている方は、指定した銀行等の店舗か被災したり社会保険庁から送付された振込通矧占か

着かない場合でも、指定した預金口座に振り込まれ、本店及び他の店舗て受け取ることができ

ます。

郵便同の貯金口座への入金扱いとされている方は、利用されている郵便局が被災したり社会

保険庁から送付された支払通知書が着かない場合でも、指定した貯金口座に入金され仝鼠の郵

便局て受け取ることができます。

兵庫県内及び丸坂府刈坂市、翌中市、池田市、吹田市、箕面市内の指定した郵便局の窓口て

現金により受け取ることとされている方は、この地域内であればどこの郵便局でも受け取るこ

とができ、年命証害又は支払通知書を紛失された方でも、どちらかを持参すれば受け取ること

がてきます。両方とも紛失された方は、お近くの郵便局又は社会保険業務センター (03 -3 

334-3131)にご相談ください。

老齢福祉年金を受け取るには国民年金証書力咄要となりますが再交付します

〇老齢福祉年金を受け取る場合には、国民年金証書が必要となりますので、年金証苫を焼失等

された方は、市区町に申請していただければ、再交付します。
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,P 3 

年金が支給停止となっている方についても支給停止を解除し、年金を支給します

〇所得制限により支給停止となっている障害・遺族某礎年金及び祖齢福祉年金の受給者で、災

害を受けられた方は、被災状切届（市区町の年金担当窓口に備えてあります。）を前刃町jへ届

けていただけれは支給停止を粽徐し年金を支給します。

保険料の納付期限が当分の間延長されます

〇兵坤県神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、明石市、二木市、洲本

市、認皿噂郡西淡町及び苅研府豊中市内の会社等については平成6年12月分以降の政

府管掌健康保険、厚生年金保険、船員保険の保険料及び児童手当の拠出金の納付期限か、当分

の間、延長されます。 （延長後の納付期限については、後日お知らせします。）

また、これらの地域以外の会社等も含めて被災により納付期限まてに納めることが困難な場

合は、社会保険事務所の窓口に申請すれば、猶予される場合があります。

なお、平成7年1月17日以降に納付期限か到来する任意継続被保険者、第四種被保険者及

澤齢任、加入被保険者に係る保険料についても同様に取り扱われます。

災害を受けた国民年金の加入者の方は、 i郡舒斗の納付が免除されます

〇災害を受けた同民年金の加入者で保険料の納｛中汎刃難な場合は、市筐町の窓口に申請すれは、

平成6年I2月分から保険料の納付が剣徐されます。

なお、剣徐された期間は、今後、 I 0年の間に追納かできます。

現況届の提出期限が延長されます

〇 国民年金、厚生年金保険及び船員保険の年金を受けておられる方については、毎年 1回、誕

生月の末日までに、引き続いて年金を受ける権利があるかどうかを確認するための「現況届J

を提出していただくことになっていますが、兵庫県神戸市、尼騎市、西宮市、芦屋市、伊月市、

宝塚市、川西市、明石市、三木市、洲本市、津名郡、三原郡西淡町及び対坂府豊中市内にお仕

まいの 1月、 2月及び3月生まれの方については、提出期限を4月末日まで延長します。

〔お問い合わせ先〕

◎詳しいことは、お近くの社会保険巾務所にお問い合わせください。

◎社会保険庁の社会保険相談フリーダイヤル 0120-700-668（無料）でも受付けて

おります。

（月曜日～金曜日 I 0時00分～I6時00分）

［襄面！こ社会保険事務所〇一覧かあります。］
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社会保険関係

P I 

紅会 イ呆 阪 乎筋 巨 斤 霞

社会保険事務所 翅も’ 所 在 地 電話番号

ーニここ—— ― -

＝ 
神戸市中央区雲井通4-2-2

宮 65l 神戸いすゞ リク1日［If5階（中央区役所東隣）

三宮年金相談サーピスセンター

（社会保険の各種届書、請求害等の受付・相談）

［ ※当分の間のl (078) 242-1444 

取扱い 神戸市中央区熊内橋通4-2-14

651 三宮社会保険巾務所熊内庁舎

（事務処理等）

須 磨 654 神戸市須麿区磯馴町4-2-12 (078) 731-4381 

束 灘 658 神戸市束灘区住―古宮町 1-11-1 7 (078) 811 -8221 

兵 庫 652 神戸市兵庫区駅前通 1-3-1 (078) 577-0055 

姫 路 670 姫銘市北条字中道25 0 (0792) 2H36l 

尼 崎 660 尼綺―巾束難波町2-17-55 (06) 482-1631 

明 石 673 明石市鷹匠町I2 -I 2 (078) 912-4916 

西 宮 663 西宮市津門大箇町6-8 (0798) 33-1285 

豊 岡 668 豊岡市泉町4-20 (0796) 22-3196 

加 古 J I l 675 加古川市加古川町北在家30 (0794) 27-4511 
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阪神・淡路大霊災による健康保険の一部負担金等の免除について（お知らせ）

今回の震災における健康保険の＾部負担金及び入院時の食り9療養に係る標準負担顧の免除される期

間は、平成1年 5月31日まてです。

なお、平成 7lJ設市町村民税の非課税世帯の方等は、平成 1年 6月 1日から平成 7年12月31日まで

の期間、 部負担金に限って免除されますので、お知らせします，＇

l 震災により被害を受けたガで、住家が全半壊（焼）した場合、又は上たる生計維持者が死亡若し

くは祖焦な傷病を負った場合で、次のいずれかに該当する被保険者、及びその被扶養者について、

部負担金が免除されます。

（］） 平成＇［年度の市町村民税か非課税である場合

121 平成 7年度の市町村民税が笈災により全額免除である場合

(3) 入院時の食事療控に係る標準負担額の減師を受けられることにより、牛活保護法の規定による

杖保，役とならない場合

2 前記 lに該当する被保険者等は、 「一部負担金等免除叶1諮書・標準負担額減額申請書l （社会保

降 Ii務所にあります。）により、必要晋類を添付して管轄する社会保険事務所へ申諮してください。

|althi/1に晶づき、 「一部負担金等免除認定証」と 1棟準負担額減額認定証」を兼ねた認定証を交

付しますので、病院等の窓I―1で健康俣険被保険者証守とこの認定証を提示し、受診してください。

必要詈類

Ill 平成 7年5月31日までに 1健康保険部負担金等免除認定証」の交付を受けているときは、

その認定祉。 （認定証を添付できないときは、健康保険披保険者証等。）

121 次のいずれかの書類（ただし、上記（1)-の＇g定証を添付できるときは不要です。）

0) 住家か全半壊（焼）した場合

ア り災証明書 イ仮設住宅入居契約書 ウ一時使III住宅入居契約吾等

② 主たる生計維持者が死亡若しくは重篤な傷病を負った場合

世帯全貝の住民票と生計維持関係か判別できる所得証明書及び死亡診断書、埋非許可証又

はり災により 1．か月以上の治療を要すると認められる旨を記載した医師の診断吾等

131 次のいずれかの書類

① 前記 1の11)に該当する場合一→平成 7年度市町村民税非課税証明書

② 前記 1の12)に該当する場合-----+平成7年度市町村民税の全額が免除されることを明らかに

した非課税証明当等

前記］の13)に該当する場合-----+福祉事務所長の「健康保険標準負担額減額認定該当」と記

載された保護申請却下通知書
R
 

3 平成 7年度市町村民税非課税証明杏の発行時期が、震災対応のため変更されているため、前記 2

の1:i)の①、②の証明古については、平成 6年度市町村民税非課税証明書、又は平成6年度のうち震

災後の納付期限に係る巾町村民税の全額が免除されていることを明らかにした徴収税額変更通知書

等でも差し支えなtヽこととしますが、平成 7年度の市町村民税が非課税又は全額免除に該当しなく

なったときは、その旨を社会保険事務所に申し出てください。

4 一部れ担金等の免除の認定を受けていない間は、一部負担金を一旦、負担していただくこととな

りますので、免除認定を受けた後、領収書を添えて社会保険事務所に還付申請をしてください。

兵凪県福祉部保険指導課

社会保険事務所

-t-=――ーー
l
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ネ 申 戸 市

平成

長田

05 
巨長

年度 国民健康保険料災害減免申請書

碑

下記のとおり保険料の賦諜逗三ら過年度）につき減免申請いたします。 平成 7年 .6月 日

申

考
ヨ

―
―
—
ー
ロ

者

減

免

納 被保険者証番号

付

袈
I 

務

者

l F反叶及峰這菜（年ぶ7年1月17El)，こず')

I 

仕冬 Iミ抜堪こ成，た 1ての

甲

先

所

絡

任

吉

』

一

保

険

料

額

~
~
 

~
~
 

[~ ~i ~i もJ
.
 

日

~
~
 

~
~
 

~i 
-

i

 ―

―

 

i

i

 

i

i

 

9li 
田
~

長所住

氏名
生年月日 萄

（連終先）

下

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

方書・椋方
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・-・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・ 

そ-→二こ
弓印（

円

該 当 亭

請

理

由

平威

平成

年ヽ ど期分

年／0期分

より

まて
3
 

期分

確

認

点

由［ニ
陸害者手戟口る五五

?] 
l
3
 

屁害

家財

3. 

co 

生俣

差作物

今咲［全条

年吠」牙奢こ

年 月

4~ 

B
 

罹災証明三

⑤ 
無

平成 年 月

ー

一

巳

なお． 本件の減免牢諸を

（氏名）
←々
E で

に委任します。 印
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（表1i1il

国民健康保険 部負担金等免除申請 書

被保険者証記弓番号

廿― 帯 主

被採険者

住

氏

所

記 号 ご―--- --/ ------------- ---~ 

{ l: 

名

番 号

所

牛什
月日

性別 男 女

生年

月 U

氏 名

住

被保険者

所

氏名

＇性別 l
男 女

年

日

別

生

月

性
男 女

住 所

被保険者

生年

月 H i 

氏 名 性別＇ 男 女

被保険者

住

一

氏

住

氏

所

,-・--・ 
名 i

， 

被 保険者

所

名

牛什＇
月日

性~IJ

生年

月H
--• -

＇性別
~・．一

［ 

男 女

男 女

免除を申請する岡山

阪神・淡路大霞災により

住家が仝半壊（全乎焼） したため

世帝主が死亡又は重意な傷病をおったため

世帯十が事業を廃止又は休止したため

世帯主が失業し、現在収入がないため

その他(

1
2
3
4
5
 

以上申請します。

平成 7年 月

申
上

fl

1-•1" 
者

日

（世帯主が記人すること）

住所
•• ・.．． 

氏 名 ⑬ 

神 戸 巾 区 長 様

疇 →-----ニー 9’ tゞ- lllllll999",.,h:•~ ＾全圭 ・"••999llll呻 一呼躙l99l：し＿，；
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社会保険関係

（殺lfli)
c
l
,
`
.
-
―
．
孤
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
•

※中請をする際には、被保険者証を提1|iするとともに、必要に応じて以ドの辿明害類を添付して下さい。

圭―-＿-＝-＿
-5-

＿―-―-――-――-―-＿

証 明 出 類

•-•-•- --. 
；住家の全半壊・全半焼の被災をしたため

11し沿 1：がり災により先亡したため

申 七
月

.
h
-
U
 

坪 山

り災乱咀占
| 
死L'診断書・タヒ体検案古・虹l|］の証明書

―-i-＝-―,,,_,,, 

医帥0)診断出 世帯主がり災により重篤な傷病を負・9 たため

(l)公的に空付される古類で、中実の確認が
可能なもの（離職証・屈用保険受給者証等）
②世岱主による中立出及びキ菜王等による
叫明（（しによろ確認が困難な垢合のみ）

柑帯オがり災により業務を廃止・休11したため、又は失
業し、現在収入かないため

※この欄は証明古の添付ができない方のみ記入してください。

証叫書類の添付
ができない埋由

」-＿・＿
．．
． 
ーーに

．．
 

鳳

x
9
9以圃

．．
 軋
9

軋

9
9
鵬`

（※欄1、て記人された力の関係者の方か記入してください。）

申請占

・氏名

・住所

・中請者との関係
....................• ・ • ・ ・ ·...........• ・ •.................. 

・氏名

・イl．所

・申i打者との関係

の中立が正しいことを証明します。

＠ 

平成 7什

~... ....~ ~....~ ~.....~........~.....~......~.... ~・▲ •・・・~ ~．．雪· ~ ← 

⑱ 

神戸巾

月 日

（決定事項）し1

刃
E

r
-
I
i
 

定 口 却

免除措囲開始年月日 1平成 7年

□賣 illlに一ーし ゑ一璽x-口川llll'閏ll||lllll1,.

下

月

課 長
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,
.
,
＇
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処

珂

警 □論穿

年 月 H i 

区長様

l
x

圭
―
3
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―
―
―
―
―
-
＿
詈
~

―-――――――-―-―
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（表廊）

国民龍康保険係福利係I¥ご来庁o方I¥

この度の地震て被災された伸様に、心からわ見舞い申し上けます。

さて、この度の喪災に伴う特例措貯を混面のとおり丈施しておりますQ

これらの特例措置のため一時に多数の方が来庁されますので、以下のようにお並びに

なりお待ちいただいております。長時問お待ちいたたぎ大変こ迷惑をお懸けしますか、

何卒ご理解いたたきますようお藤いいたします。

［国民健康保険加入者（老人保健＜満TO才以上等＞，社保等の方除く）

11)（1)医療費（一部負担金）の免除証明書の交付と国民健康保険料 →(i)育い整理券

の減免申請のみの要件の方で、 配付の列へ

②国民健康保険証とり災証明書（半焼半壊以上）持参の方

（こちらの列は早めに受付できます。し

※受付の時点て機械打ちされている免除申請吾を渡された方は

保険料の減免はこちらの方て処坪済てす。申請の必要はありませんし

12)上記要件を含む国民健康保険業務全般の要件の方

＇一部負担金等（医療告）還付巾請含む！

注l.（l)の条件に合う方て一部負担金等の還付申諸も併せて申請

される場合はこちらの列てすか、一部負担令等の還付中請

は支払ってから2斗開以内は申請できますのて、お念きで

ない場合は取り合えす青い幣碑券配付の列て免除証明書

の交付と保険料の減免申語を済まされ、一部負担金0)還付

中請は後日されるようお勧めいたします。

注2．また、と人福祉医療受給者（満65オ～69オ）て免除証明書

の交付も保険料0)該免申甜も手続済のガて外来1000円／月

の還付申請のみの方は白い整理券の列へお越しください。

2．老人保健＜満70オ以上等、社保等含む＞、福利係業務全般の方

医療費（一部負担金）の免除証咀含の交付
｝ し老人医療費還付申請

注）国民健康保険料の減免申請は赤い整坪券の窓口へお廻り

ください、，但し、保険料の減免申請は 5月末まて受付で

きますので、改めて後日されるようお勧めいたしますし

→（釣）赤い悴理券

配付の列へ

→③白い整理券

配付0)列へ

3．国民健康保険の加入、脱退の手続 → 1階 ：1番窓nへ

涵—.’’’’・訊．砂量鬱 一 l量lill99,, 、-=--吉•響と．，999llll||llll菫重鬱嘗一亨讐~置，．．こ，心，．
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社会保険関係

（裏而）

阪神・淡路大震災による国民健康保険等の特例措翼

1. 一部負担金等の免除

この度の震災て次のいすれかの要件に該当しt.ーガについては、医療機関に支払う一部

負担金（ 一般は医療費の 3割）及ひ人院時食事疲養苔0_)梧準負担額（通常 lillll円／H)

か卜記期間免除されます （食市療益背標準負担額は平成 7礼 4月末まて）

（免除期間） （必姿凸類）

平成7年12月末まて・り災証明白

・死亡診断古または

死体検案轡または

診断吾

平成 7年 9月末まで・店舗・事業所等の

り災証明書、

廃業／山出tふと

・離蔵証ll)j書、雁用保

険受給資格者計、

解屈通知なと

※保険証と印鑑は必要

また、上記要件に該当する方で、平成 7年 1月17日以降の診療において、既に一部負

担金をお支払いされた場合は還付申請されれば後H口座振込で返還します。

※必要書類

(l)住家か全半壊、令乎焼の被災をされた方

(21土たる牛計維持者か震災により

死亡または重篤な傷病を負われた方

,-31 t．たる牛計維持者か箆災により

業務を廃止ま臼計休l卜された方

14)主たる生計維持者か震災により

失職し、現在収入がない方

’’ 
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2. 国民健康保険料の減免

この度の震災で次のいずれかの要件に該当した方については、平成 b年度 8~10期分

(l ~ 3月請求分）の保険料か下記割合で威額または免除されます。

（減免割合） （必要書類）

全額 死亡診断古、死体検案書

生活保護決定通知書

障害者手娠

り災証明書

※保険証と印鑑は必要

ii)震災により納付義務者か死亡した場合

12) " 生活保護を受けることになった場合

(3) ,， 障害者となった場合 9/10 

i4)住宅または家財の損壊程度が半壊・半焼以上の場合

99 

|．  

，平成5年中 減免

主・半焼の柑盛

割合

全壊・全焼の世帯

全
1/2 

l/1 

:51震災により納付義務者か農作物の収入に被害を受け、一定要件該当のガ

注意）保険料が減免された場合は、後日 (5月末まて）に保険料のお知りせと減免後の

納付書を送り直しますので、すてに送られた納付占てはなくその納付書でお納め

くたさいつく但し、全額免除された場合は納付書は送りません。ヽ

x
s
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―
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国融資関係

I.政府系金融機関の復1日貸付．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 471

？．住宅金融公庫の資舎をこ返済中の皆様へ 住宅金融公廂大阪支店……•………………••472

3.さくら録行のお客さまへ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 474

4.神戸百中小企業融資（簑災復1日特別融資、償還期閻の延長） …………………………… 475 

5.政府系舎融機関の災害復1日融資のこ案内（酉接貸付） ・…………………………………••477

6. 兵庫県南部地震個人向け特別低利融資制度のご案内..……………………………………•478

7.年2.5%の緊急災害復1日資金..............................................................................479 

8. 政府系金融機関の災害復日貸付の貸付利率が引き下げられました•……………•………•480

9 緊急特別資金（畏災貸付） ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 481 

I 0. 神戸市災吾復興任宅特別融資 (1固人向け）につし＼て…………………………·…………••482

II 禾lj子補給のお知らせ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 485 



融資関係

三
--- —政府系金融機関の災害復旧貸付ー一

震災により被害を受 け ら れ た 中 小 企 業 者 の
董様は、ご利用くださし、！

→耳又我及其月阻見：平成 8年 7月 31日まで（この日までに貸付を受ける必要がありま
すまた、兵庫県信用保証協会の保証の利用亙•ご希望の湯合は、保証の申込期限が異な 1
りますので、詳細は遅くとも 5月31日までに金融機関にお問い合わせください。）

女災 害復 1日貸付 平成 T年I0月 I9日現在

国民金融公庫 中小企業金融公庫 商工組合中央金庫

融資対象者 災害により影響を受けている者
... ー一

融資利率 3. I 5 % 3. 1 5 % 2. 8 %（罪10年II)
~~一ヽ

融資限度額 6, 0 0 0万円 3 i意円 2 0億円
し—- -

融資期間 設備 I 5年 (2年） 設備 1 5年 (2年） 設備 2 0年 (3年）

運転 I 0年 (2年） 運転 I 0年 (2年） 運転 1 0年 (3年）

※利率は変更されることがあります。
う ちヰ寺男1げ皮唱目老rIこ女寸 T る草豆寸告IJ虐さ

《直接被害者》
事業所又は主要な事業用資産の損

融資対象者 失額が次のいずれかであること
・被害時の価額の 70％以上
・年間総事業収入の I0％以上

融 判 3年問 3' 0 %(1子II怜1:より度賃 2. 5 %) 
資 -

利 4・ 5年目 3. 0 % 
率 _.,----- ..、

6年目請 3. 1 5 % 
•·-··· ----

融資限度額 3.  

゜゚
0 フラ~白
.. 

融 資期間 I 5年以内（うち据置 5年以内）
商工中全は設備 20年 (5年）

※ 市町長が発行する特別被害証明書
が必要です。

被害証朋書を受けられた方にも貸
付制度がありますので、詳しくは
下記にお問い合わせください。

.至-＿-＝-＿―
-ill.
＿
`
＇

,

1パ
ー
ー

ベ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿――――――――
-
l

――_＿＿誓．．量了―

疇
3

六禾IJ子袖糸合
直接被害の「特別被害証明書」を受け、市町長発行の事業所の建物の全壊・半壊の「り災

証明」を受けた中小企業者に年 2. 5 % （應，神F市請龍度と合わせf潅貨恥ぅ,2.000万円以下雌分）の利子補給
（予算の範囲内）を当初 3年間実施することとしております（詳しくは下記にお問い合わせ
くださしヽ）っ

女無担イ呆•無保証人による保証限度額の利用
直接被害を受けられた方は、兵庫県信用保証協会の保証を活用して無担保・無保証人で利

用できることとなりました（り災証明書が必要です）。既に無担保・無保証人で利用された
場合など保証協会の保証残高、納税要件及び従業員要件等により利用できない場合がありま
す。なお、保証科は、保証残高が 500万円を超えると 0.9％です。
- - ―`---＊お問し、合わせ先＊
●国民金融公庫 神戸支店 匹(078)341-4981 東灘支店

尼峙支店 匹(06)481-3601 明石支店
●中小企業金融公庫 神戸支店 'B (078)362-5961 
●商工組合中央金庫神戸支店 匹(078)391-7541
●兵庫県信用保証協会（保証関係）匹 (078)393-3900I代1

尼崎支店
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P. l 

平成7年 2月

住宅金融公庫の資金をご返済中の皆様へ

住宅金融公暉大阪支店

キ5 矢口 ら丑—

このたびの「兵庵県南部地震」により、被害を受けられた皆様に、心からお見舞い申し

上げますc

住宅金融公庫では、このたびの災害により被害を受けられた公庫融資ご返済中の皆様に

次のとおりお知らせしますので、何卒お気軽にご相談ください。

ー 遮滋方諾の変更について］

現在公庫融資をご返済中の方で、今同の災害を受けられた方々に対しまして、お申し出

により被災の程度に応じ、次のとおり返済方法の変町を行います。

なお、被災された方から返済が遅れる旨の申し出があった場合には、最大 90日間の

返済猶予（延滞損害金の免除）をいたします。

(1)変吏P_J客

①返済金の払い込みの据置 (1~3年）

据置期間中については、元金•利息の支払いは必要ありません。据罹期間終了後、

期間中の利息を通常の元金•利息に加えてお支払いいただきます。

②据置期間中の利息の引き下げ

据置期間中については、現在適用されている金利を0.5~1.5 ％引き下げます。

③返済期間の延長 (1-3年）

据罹期間分だけ返済期間を延長します。なお、据憧期間を設けない場合でも返済

期間を延長することができます。

(2)対象芦

次のいずれかに該当し、被災後の収入月額が公嘩で定める基準（収入月額が毎月の返

済金の 4倍又は世帯人貝に61,ODO円を乗じて得た額）以下となる見込みの方

①融資住宅が損害を受け、その復1日に相当の費用が必要な方

②債務者または家族が死亡・負傷したため著しく収入が減少した方

③事業資産または勤務先が損害を受けたため著しく収入が減少した方

（注）被災後の収入月額は、次を目安にしてください。

［被災後 1年間の収入予定額ー（融資住宅等の復1日に要する自己資金

＋災害による負傷又は疾病の治療費） ］X 1/12 

I疇 lllll-一, - -―-＂’’’’" -lli-lli輩疇l91--司l--i胤i函軍-l鴫 一ll|

q
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融資関係

（参考） 被災の程度（り災割合）と返済方法の組み合わせは次のとお

りとなります。

＼返済方法の変更 払込みの据置・ 据置期間中の

＼ 
返済期間の延長 金利の引下げ

り災 割合 ※

3 0％未満 1年 0. 5% 

30%Ul-.60％未満 2年 1. 0% 

6 0％以上 3年 1. 5% 

※「り災割合」は、住宅の復181ご要する自己資金や今後の収入予定額の

災害発生前 1年以内の収入額に対する割合を言います。

(3)必要書類

「返済方法変更の申出書」を提出してください。

書式は、裏面の各金融機関相談窓口、当支店相談窓口に備えつけております。

なお、 「前年の収入証明書」．融資住宅が損害を受けた場合は「り災証明書」な

どが必要となります。申し出時に提出できないときは、後日提出していただきます。

2. 公庫臼約火災イ呆ド食 -:t也震｛呆阪について 1

住宅金融公庫の特約火災保険に付帯して地震保険をご契約されている方で、今回の地

震により融資住宅に損害を受けられた方に対しては、損害状況を調査0)上、損害iJ)程度

に応じて地震保険金が支払われますので、下記連絡先までお申し出下さい。

• また、地震保険をご契約をされていない場合でも、地震を原因とする火災により融資

住宅に半焼以Kの損害を受けたときは、火災保険金の 5%（ただし、 300万円限度）

の地震火災費用保険金が支払われますので、下記連絡先までお申し出下さい。

【連絡先】特約火災保険幹事会社 安田火災腕災害対策本部 含0120-86-4488(7リーダイヤル）

—ー返済方法変更のお申し出先金融機関

については裏面をご覧ください

］ 

＂叫豆
i

"
,
4・

呵

e_―-[

(P. o ~P. 4省略）
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さ〈ら銀行のお客さまへ
お客は各伍

被災地のま棟方には｀心よりお見舞い申し上げます．
現在弊行一部の店舗では建物の損傷により、裏面の支店内に仮営業所を設玉させ

ていただいております。お客さまには大変ご不便をおかけいたしておりますが、全力

で早期復1日に努めておりますので、何卒ご了承下さいますようお願い申し上げます。

なお、このたびの被災に閲するお問い合わせにつきましては、各支店の他にも下記

フリーダイヤルにて承っております．

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ·•·······························•··--····················. ： さくら銀行総合対策本部事務局（神戸）•…．·oiil0120-554-201 I 
• さくら銀行総合対策本部事務局（東京）・・・・・・；；；；；0120-326-515 : 

醸災者の皆様方への当面の緊急措置を中心に、ご照会の多いこ’質問にお答注札ます。

祠

........................................................................................................ 

:＊緊急のお引き出 L
； お遍帳．ご印鑑、キャッシュカードをお持ちでなくてもお引き出しできます． ； 

； なお、ご来店される場合には、できるだけ免許証等ご本人であることが確認でき＇

； るものをご持参ください。

: ＊お振込
； すぺての支店へのお振込のお取扱ができます。

： ＊お通帳、証書｀ご印鑑、キャッシュカードの紛失等のお届け

； すぺての支店の窓口およびお電話でもお取扱させていたださます．

： ＊お通帳、証書、キャッシュカーrの再発行

； すぺての支店の窓口でお取扱させていただきます。

： なお，手数料は無料です、＇

: ＊定期預金の中途解約・ご幕続手1l
満期前のご解約でも、お預け入れ時の利宇で計算させていただきます．

ご継続できなかった場合については、原則満期日に遡ってご継続いたします。

: ＊手形｀小切手の決済： 一部遅延が起きております．詳しくはお取引店へご確認願います。

；＊総合振込
； 通常通りお取扱させていただきますが、お振込日についてはお取引店窓口でご'

； 硫認下さい。
： ＊緊急のご融資・ローン

ご融資・ローンに関するご相談は、お取引店に設置してございます r融資相霰：

特別窓口J にお申し出下さい。

なお、裏面の仮営業所にて営業を行っている店舗につきましては｀お取引店の

行員が仮営業所に駐在の上｀ご相裟を承りますe : 

また、住宅ローン等のご返済につきましては r元金（元利金）振冒」や r惜入期＇

間の延長」のご相談も承りますので、お取引店にお申し出下さい。
’.................................今•.........................................●......●..—．．．．........ 

その他ご不明な点、ご質問等がこ＇ざいましたら、最寄りのさくら銀行支店か、また

は上記フリーダイヤルにお問い合わせいただきますようお願い申し上げます。

兵庫痕内部 地四(,::::伴うご了郎事項

株式会社さくら1ll行

l．被災地区（兵憚只下）の各手形交閲9斤参加の餓行の支店を支払湯所とする手形・小

切手類の双立に・つき出しては．交通隕曹・交換稟務の停止等の事情により支払翌示期

間内に支払呈示できかわる場合があり出すのでごT肝ください．

2. illl求檀II保のためには．手形法屈5!U条（第77条）により裏●人に対し不可抗力

たる地只による災害により支払（引受）のための旦示ができない旨の通知等を行う必

要があり・ますのでご注意ください．

くご参考＞

手llJ法第 54条（同77条～19束手彬の湯合における為苔手形の規定の準ffl)

②所持人は自己の裏●人に対し涅沼なくその不可抗力を遥知しかつれ笠手形土た1:I

濯箋にその通知を記紅し日附を9りしてこれに1!1名することを要す．その他につい

ては第45条の規定を準用す

R不可抗力が止みたるとさ 1:I所持人1む遅渭なく引受:1.たは支払のため手形を呈示し

かつ必要あるときは拒絶証書を作らしむることを要す

以上
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（表1r1il
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神戸市中小企業融資

災復旧特別融資
還期間の延長

実施期間 平成7年7月31Hまで 「一
被災者の皆様には謹んでお見舞い申し上げます。

本市では，市域に未曾有の被害をもたらした兵府県南部地震1こ罹災し，著しい被害を受けた中小企

業者等の事業復興を支援するため，次のような融資制度を設けましたので，ご利1i]下さい。

L 1．震災復1日緊急特別資旦こ

(1：融資を受けることができる方

次の条件をすべて満たす中小企業者及びその協同祖合等

①神戸市内に主たる事業所を有し， 1年以上I司ー事業を引き続き経営していること

②事業に係る市民税を滞納していないこと

③兵庫県屯部地衰に罹災し，工場・店舗苺が損壊したことにより事業活動に支障を生じていること

④り災証明書の交付を受けていること

:2)融資を受けることができる柑金

①事業復興のために必要とする店舗•工場の復旧及び建設並びに設備機器購入幹に必要な設備釘金

②事業復興のために必要とする運転資金

(3;融脊の条件
し、

限度額
：］転企貸業含む： 5,億000（運円万転以円資ド以金下は3,000万円以下）

融 1組合 1億円卜
＼運転資金は6,000カ下］以下）

資
利率 年2.5%*

条 IO年以内 i据凰3年含む）
期間 ただし，融資額500ガ円以下については

件 7年以内（措罹3年含む；

返方 済法 元金均等分割返済

9 --•. • 

保証人

保臼ー四
証

信用f呆証協会の定めるところによる

兵庫県信用保証協会の保祉を要する
信用〔I呆証料）

条 ']0(1万円以下 年0.4%

件ピ悶諷ごこ三鼻場合は｛呆江料全柏を市が負担します，＇
＊事莱所が全壊・半1畏及び全焼・半焼のり火証明書の交1J
を受けている方：よ， L企1<2,000万ヨを限度i」指匿期間中
3年間は市が利子を補給します£

I--2,＿特例無担保無保証入資盃］

上記の要件の他，次の条件をすへて満たす方は特1列無担f呆無：兄証人資合の申込みかできますn

q••小規模事業者（従業員20人＜商業又はサービス業は5人＞以下）であること= 
②申込前1年間に納期の到来した当該事業経営に係る市民税の所得割を納1寸していること
③この蔽資の申込額を含めて，裳災復iHのために利用した保証協会の1呆証残高が5(）（）万円以下であること
触資限度額： I企業 500万円以下

その他の融資条件，資金使途，信用保紅札利子補給は［喪災復旧緊急特別資金」と同じです。

□特別融貨の申込み手統去
次の書類を申込書（様式4号）に添えて申込んでくださいs

法人1個人 添付書類
- --」| 

゜゚
申込時に納剃の到米した市民税の納税9正明書
（泊寺例無担保無保証人資金」の場合は2年分必要です0) 1通

゜゚
り災証明』 1通

゜゚
信用保証委託申込害 1部

゜
X 最近の決算嘗 1通

゜゚
設備資金の場合，見積書，設計図等設情関係を証する書類 通
（建物の場合は建築確終通知書が必要です） l • 

゜゚
営槃計認可等が必要な楊合はその許認可羞（写） 1通 i

゜゚
飲食庁の場合は風俗営業でない旨の直誓蘊 ］通

△ △ I その他必要とするもの
＇ 

0・・・・・・ゼ・要なもの X...…必要でないもの △ ・・・場合により必要なもの

その他，保証協会の！呆証実績のない
場合は，次の書類が必要となりますc

1| 法人 個人 添付書類

Q 

゜
印鑑証明書 2通

X 

゜
住民票（又は外国
人登録済証明書） 1通

C X 笠記簿謄本 ]通

* 1J災証明書は
破揖9)場合→枝災地＂区役所で発行
焼失の場合→披災地の消防署で癸h

＊市民税9)納税証朗書， t1翌紅明書！智
人）及びビ民稟19，神戸市内のいずれ
の区役所におd"ても父I寸できますし
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（裏面）

口申込み先
〇銀 行：祐—ー・魯勤業・さくら・富 J: ・て菱•あさひ・三和•大和ー束海北海逍拓殖・東京・北控•池田•但も

山陰合同・広島・山ロ・百十四・伊予・叫国・ 1磨 H 本・近畿・辛福•福徳•関西・大正・兵庫・阪神
0信 用 金 庫：神戸•関西西宮・神栄・；世路・播州・兵庫・尼崎・日新・淡路・中兵厘
0信 用 組 合：富士・兵南県・神戸商染・けんみん大和ー六甲

〇政府系金融機関：商工組合中央金庫

-_＿～上記の取扱盆融槻関と取引のない方は下記へこ柑歓ください.,-----

〇神戸巾中小企業指導センター

中央区東川崎町1丁且8-4（ハーパーランド内） 神戸市産業振巽センター6階 8360-3206 

西神戸中小企業指導所
長田区大橋町）丁目 1-13 ケミカルシューズ産業会館2階 B6 4 l -I 4 8 l 

C神戸拙工会議所 BJOJ-58!0 東神戸支祁日 843-2121 中央支部 BJ60-3l97 兵暉支部口577-llIO

西神戸支部 a641-3185 北支所 a593-4800 垂水文部口706-1234

!__[:償還期間の延長面湧〗

il)制度を利用できる方

次の条件をすぺて満たす中小企業者及びその協同組合号

①神戸市内に土たる事業所を有し， 1年以上同一事業を引き統き経営していること

②事業に係る市民税を滞納していないこと

③1月17日以前に市融灯制度の残高を有しており，元金の返済に困難を生じていること

①兵庵県南部地震に罹災し， T場・店舗等が1員壊したことにより事業活動に支障を生じていること

⑤ t)災証明碁J)交f寸を受けていること

¥2)延長の肉容

・l月17日以降に到来する既往油資に係る元金の返済について必済期nを1年繰り延べる（短期資金の場合は

砂月）とともに，以後完，斉斯までの返済期日をそれぞれ1年間繰り延べる。

（注）保証条件の変更に伴い，保証人の承諾・保証料の追加支払いが必要になる場合があります。

(3)申込み手続き

俣証条件変更願輩（保証協会の様ぬ

石還期間延長申請書（様式29-2号） ―l五
申込時に納期の到来した市民税の納税証明書 l通

り災証明臀 1通
←” 

i4)申込み先

融資を受けた時と同一の金融椴関の本店又は女店

， 

り災証明ごの交付が受けられない方で、震災の影響て経宮の安定 i―支｝章を止じている場合には次のような荊度か生りますリ

4.経済変動対策資至融頁〕

(1)融済を受けることができる方

次の条件をすべて満たす中小企業者及びその協同組合等

①神戸市内に主たる事業所を有し， 1年以上同一事業を引き統き経営していること

②事業に係る市民税を滞納していないこと

③兵埠県南部地震の影響で機械等の破損や取引先の罹災等により経営の安定に支降を生していること

④1月18日を起算日とする最近lヵ月の売上高が前年同期比20％以上減少していること

⑤1月18日を起算比とする将来3ヵ月（最近1ヵ月を含む）の売卜高が前年同期比20％以上減少することが見込まれること

(2)融資の条件

，限 度額 ： 2,000万円以下

，利率：年2.8%

・期 間：運駐 5年以内（据置1年以内含む）股備 7年以内（据罹1年6ヵ月以内含む）

、信用保証科： 100万円以下年0.4% l00万円超300万円以卜 年0.6% 300万円超年0.65%

（注） ①本年度，既にこの融資を阪度頷2,000万円まで1告りられた力は利用できません。
②従点乃「売上祇減少状況骰告誉（様式13-1号：」にかわ，，て、「認足申請書（様式31号）を沿えて

取扱令融桟閲に申込んでください。

即亨名
ぷ L



7,1.26現在

政府系金巖機開の災書復1廿隠資のご案内（直接貸付）

阪神大震災により被害を受けた事業者の方々のために、政府系金融機関から制度融賓

が発表されています。

なお、詳しい内容についてお知りになりたい場合には下記の各公庫・事業団の支店

までご照会下さい。

国民金融公庫 中小企業金融公庫 商工中金

業種及び 法人または個人の 法人または個人の 届I口金[19して＼9i1小企1,11

企業規模 中小企業者 中小企業者 蔀籾り1麻員

の制限 屑し合直9•』§習農笞Ol〗®方 但し＇片纂ヽ居眉・且 if屋9年t
じ不可 銭妻靭農駒栂詞

制度名称 災害貸付 災害復IB貸付 災害復旧融資

懃登限度 直貸 3千万円 直貸 1像 5千万円 直貸 20億円

融資期間 1 0年（据置 2年） 1 0年（据置 2年） 運転 10年（据置 2年

設備 20年（据置 3年

取扱期限 平成 7年 7月 31日

申込資格 各公庫の貸付対象業種を営む中小企業者で次のいずれかに該当するかた

(I)兵庫県・大阪府下に事業所を有し、 1月 17日の兵暉県南部地震に

より直接被害を受けたかた（市町村長発行の罹災証明書が必要）

(2)取引先等が被災したために売上の減少など間接的被害をうけたかた

（被災地以外に住所を有するかたでも利用できます）

融資利率 4. 9 % 

＊柑農積韻者持[H訊大外9じIOli訊睛酌で更9観,r闘哀胄餅1が利屑でもij

特別災害貸付

、,．罷阻翡"' 1千万円(I靭証1合員難を祖する9合も合9Lて・・10師訥・•• 頃・・定さMt)• 

融資利率 当初 3年間4.45~ （特に被害の大きい堪合3.0~)

4年目以降4.9~ 

申込資格 地震により直接間接に被害を受けた中小企業者で

被害の程度が甚大であり、市町村長発行の「特別

被害証明書」を提出できるかた
..-., ； ;…・ ~ ~ ~• ~ ~ ............ ........ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 

ご照会窓口

国民金融公庫＇神戸支店 078-341-4981 神戸市中央区栄町通 5-2-19

尼崎支店 06-481-3601 尼崎市東灘波町 4-18-1

明石支店 078-912-4114 ,Jl石区樽屋町 8-3 6 

十三支店 06-305-1631 大阪市淀川区新北野 1-9-24

¢,i t 1合員公員 大阪支店 06-345-3571 

神戸支店 （大阪支店内で仮営業中）

商工中金 神p支店 078-391-7541 

尼崎支店 06-481-7501 

姫路支店 0792-23-8431 

中小企業者とは

資本金または従業員数のいずれかが表の基準以内におさまる方です

［国民金融公庫の塩合］

業 種 資 本 金 従 業 員

製造業・建設業 1千万円以下 1 0 0人以下
運送業・倉庫業等

卸売 業 1千万円以下 1 0 0人以下

小売 業
1千万円以下 5 0人以下

サービス業

［中小企業金融公庫の場合］

業 種 資 本 金 従 業 員

製造業 ・建設業 1億円以下 3 0 0人以下
運送業・倉庫業等

卸売業 3千万円以下 1 0 0人以下

小売業 1千万円以下 5 0人以下
サーピス業

=....9,9,，lllIIIII -＝—ヽ：＜―噂II鳳
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-罰罰m191-
阪神大震災（兵庫県南部地震）により被災された方々に心よりお見舞い申し上げます。

さくら銀行では、このたぴの地震により被災された方々に、下記の特別ローンをご用意させていただいております。

また、すでにご利用いただいております住宅ローン等につきましても、ご返済方法についてご相談を承っております。

お気軽にご相談ください。

住 宅 口 ン 住宅リフォームローン ! フ リ 口 ン

Q②〇冷当お回の地震により居住用不●●9こ●●を受けた方 ①②⑥④⑤暉e-今筒当わごE行信国年停ユ自‘"の宅冑-''入趾営汗を用ILれ凪●●..  二の時布保に区•斗域..  正よ』しm，内てが”リ届に受いが9居住る'篇けOO9住9方用入ら万,不までれ.円,た動'きる以云産9方る9上,●,に日方の-●●方害さ1れを9仕受ていけ下た方 ①今且，，霞・により9当カ面9、上9 1広.を心要とされる
行の営業区域内に居住または勤務されている方 る方 当行とのお取弓すでにある方

ご利用
借り入れ時年齢が満20歳以上、完済時満70歳以 の方②当行の営業区域内に居住または勤務されている方

いただける方
下の方 ③お借 9)入れ時年齢が満20歳以上、完済時満70

⑥④⑤保前団証体年度会信社税用込生の保命み証年保収が100万円以上の方 歳以下の方険に加入できる方 ④前年度税込み年収が100万円以上の方
が受けられる方 ⑤保証会社の保証が受けられる方

お使いみち
今回の地震により居住用不動産に被害を受けたこと 今回の地震により居住用不動産に被害を受けたこと 今回の地震により被災したために
によって自宅を新築・増改築・購入するための資金 によって自宅をリフォームするための資金 必要な当面の生計費等

•ウ

10万円以上5000万円以内(10万円単位） 10万円以上1000万円以内(1万円単位） 1万円以上JOO万円以内(1万円単位）

ご融資額
ただし、前年度税込み年収に対する当行所定の返済 ただし、他に無担保でのお借り入れがある場合、この ただし、他に無担保でのお借り入れがある場合、
比率の範囲内となります。 ローンの申込額と合計して前年度税込み年収の50% このローンの申込額と合計して前年度税込み年

以内としますe 収の50％以内とします。

―’融資期間 1年以上30年以内 10年以内 7年以内
ー 当初3年間の元金返済の据え置きも可能ですe 当初3年間の元金返済の据え置きも可能です。 当初1年間の元金返済の据え置きも可能です。

変動金利•••…3.30% 変動金利…••4.00% 変勤金利••…•4.00%

金 利
※お借り入れ後は、毎年4月1日・IO月］日の銀行所定 ※お借り入れ後は、毎年4月］日・IO月1日の銀行所定 ※お借り入れ後は、毎年4月1日・10月1日の銀行
の短期プライムレートを基準とし新て金金利を見直し、 の短期プライムレートを基準として金利を見直し、 所定の短期プライムレートを基準として金利
6月・12月の約定返済日の翌日から 利に変更い 6月・12月の約定返済日の翌日から新金利に変更い を見直し、 6月・12月の約定返済日の翌日から

たします。 たします。 新金利に変更いたします。

保 証 人
当行指定の保証会社の保証をご利用いただきますの 当行指定の保証会社の保証をご利用いただきますの 当行指定の保証会社の保証をご利用いただきま
で、原則として保証人は不要です。 で、原則として保証人は不要です。 ＇すので、原則として保証人は不要です。

団生 体 信 用 当行指定の団体信用生命保険に加入していただきま 当行指定の団体信用生命保険に加入していただきま
なし

命保険 す。保険料は当行で負19いたします。 す。保険料は当行で負担いたします。

担 保
ご融資の対象となる不動産に原則第 1順位の抵当権 不要です 不要です。
を設定させていただきます。 ゜

手 数 料 不要です。 不要です。 不要です。

保 証 料 別途保証料が必要となります。 不要です。 不要です。

取扱期間 平成7年7月31日まで 平成7年7月31日まで 平成7年7月31日まで

●融賣金顎100万円当たりの保証糾

::.,：I4,：，：Fl18,［：：FlIlll::Fliご［：：Flぃ::円
平成7年1月18日現在

曼さくら銀行



融資関係
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年 2 5%の翠急災害復 1日芦奎

瞑神.淡路大震災でり災された中小企業者
の皆 糠 は 、 ご 利 用 くださし、！

女 耳又手及其月 F由：平成 7年 2月 I5日から 7月 3I日まで （実行分）

緊急災害復 旧資金

融資限度額 5,  

゜゚
o方 1----Y

融資期間 I 0年以内（うち据爵 3年以内）
~• 

信用保証 必ず必要（保証料300万円超0.65¾) 
------ . ----•• 一一 -・------- ------

利子補給 事業所が、全壊・半壊（全焼・半焼を含む）した中小企業者に
年 2.5%（磁貨蘭のうち2,000万円以靭翻）の利子補給を当初 3年間実施

六隔虫五丘迂女寸羹足毛音 （次のいずれにも該当される方）

①市町長か発行する事業所の建物の「り災証明」を受けた中小企業者

②県内で引き続き 1年以上I□]ー事業を包んでいる中小企業者

③信用保証協会の保証対象業種に属している中小企業者

六無手旦イ采 無保証人の保証限度額

従業目20人以下（い・サ-t'ス纂5人Jr)で

※の納税要件を満たしている者

すべての中小企業者

5 0 0万円（激甚枠）

1. 000万円（角騎・鰭臥雌咄）

※所得税、法人税、事業税又は県民税若しくは市町民税の所得割のいずれかに

ついて、当該税額を完納している者

•上記の額は、保証の限度額であり、実際の利用にあたっては信用保証協会に
お問い合わせください。

女溢定 奎 イ 吏 透

①設備資金

②運転資金

し
・工場及び店舗設置（仮設を含む）等の資金

・施設の補修等の資金

・災害復 1日のための資金（限度額のうち 3. 0 0 0万円）

0神戸市内の方
0阪神地域の方
0東播磨地域の方
〇淡路地域の方

お申込は取引先の金融機関へ

.必要害類.
①申込書（金融機関にあります） ②市町長が発行する事業所の建物の「り災証明書」

③事粂計画書（様式第 35号） 至の他詳細についてはお問い合わせください

＊お問し、合わせ先＊ー••-．--- --＿＿ 
⇒兵庫県商工部金融課 岱 (078) 341-7711 
⇔阪神県民局 曲エ課 匹 (06) 481-7641 
⇒東播磨県民局 商工課 t!:(0794) 21-1101 
⇔淡路県民局 商工課 t!:(0799) 22-3541 

戸手．躙躙 娯叫l
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貸付和率が引き下げられました

震 災 に よ り 被 害 を受けられた中小企業者の
昔樺｛本、 ご月ミIJ用 ください ！ 

六 取籾と其月 F艮 空墜 8荏 7月 3I日まで（延長されました）

六菜寧復 1日芦イ寸 平成 7年 6月29日現在

国民金融公 庫 中小企業金融公庫 商工組合中央金庫

融資対象者 災害により影響を受けている者

融資利率 3. 6 5 % 3. 6 5 % 3. 1 %（罪10年閲）

融資限度額 6, 0 0 0万円 3憶円 2 0億円

融資期間 闘 1 5年 (2年） 闘 1 1 05 年年 (( 22 年年） ） 尉！ 2 0 年 ( 3 年年） ） 
I 0年 (2年） 1 0年 (3

※利率は変更されることがあります。

う ち特別被が害引者に対する貸付制度
【4年目以降の利率 き下げられました］

《直接被な事害者》 が《塁次間接被す富者》事失業所又は主要 業用資産の損 売上要件 のい れかであること
融資対象者 額が次時のいすれかであること ・前借借入申込 前 2か月の減売上額が

・被害 の価額の 70％以上 年期 50％ 以上 少
・年間総事業収入の 10％以上 ・ 入期同申込後 3か月の減売上額が前

年同比 60％以上少見込み

融 翡 3年日 3. 0 %(11子翡I；より戻貴 2. 5 %) 3. 0 % 
資

且
4・5年目 3. 2 % 

3. 6 5 % 
6年月購 3. 6 5 % 

融資限度額 3 

゜゚
o方日 1 

゜゚
0 フ日

融 資期間 1 5年以金内（うち据置 5年（以内）） 1 0年以内（うち据置 2年以内）
商工中 は設備 20年 5年

※ 市町長が発行する特ゎ別被方害証明書貸が必要度です。
被害証明書を受け れた にも 付制 がありますので、詳しくは下記にお問い合わ

せください。

直六接被手害1」の子「特呻別被企糸合害業証明書」 を受け、 市真・町長盾雌発難行gの事業t贔所難の建物の全壊・半壊の 「り災絵
証明」を受けた中小 者に年 2. 5 %（ 檜戸 とり合わせ 詳cうち2,く000万円町碍分）の利子わ補
（予算の範囲内）を当初 3年間実施することと てお ます（ し は下記にお問い合 せ
ください）。

＊お神問しヽ合匹ロ云.. 匹口わ（( ( （ (（ （ せ 先8)＊ 
●国民金融公庫 戸支支〗店 07 341-4981 

東灘 0798) 26-9220 
尼崎支支 06) 48 1-360 1 
明石 078 912-4114 

●中小企業金融公庫 神戸支店 078） ) ） 362-5961 
●商工租合中央金庫 神戸綺支支店店 078 391-7541 

尼 06) 481-7501 

政 府 系 金 融機関 災雪復 1日貸付の 一

鵬
5-

鼠
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融資関係

緊急特別資金 c涅宴：災芦イ寸）

兵 蔓の影響による売上額の滅少

一

Iヽ 企業 者 の 櫨 穏 は 、

こ ヽ ！ 

-―へ←’^’•9」. 」．，成了年 2月 15日から 7月 31日まで（実行分）

融資限度額 2.  

゜゚
o方四（ l企業、単年度）

・-

融資利率 年 2. 8 % 

融資期問 5年以内（うち据置き 1年以内）

l信用保証 I 原則必要（保証料 30 0万円超、 0. 65%) 

＇ 

女 融資対象者 （次のいずれにも該当される方）

①② 県内て引き続き 1年以上同一事業を営んておられる中小企業者の方
保証協会の保証対象業種に属しておられる方

③平成 7年 1月 18日以降 1か月間の売上額か前年同月と比較して 20％以上
減少し、かつ、その後の 2か月を含む 3か月間の売上額が前年同期と比較して
2 0％以上咸少又は減少が見込まれるとして市町長の認定を受けた方

ァ 五年金イ吏途
① 運転資金
② 設備資金 設備等が被害を受けた場合は、固定資産の戚免申請（写）により

設備資金として利用できる。
..... -・・....... .... ・・-....―ー・ ・・・一ー・・ー・・..---..... . . ·-—··- -- ------... -・ ---... ---... ---・-----・----・.. ・-・ ---. 

（参考）既存の売上額減少要件
①最近 3か月間の売上額が、対前年同期比］ 0 ％以上減少しておられる方

または
②最近 6か月問の売上額が 2年又は 3年前の同期比 I0％以上減少、かつ

対前年同期比 5％以上減少しておられる方で
金融機関で売上額咸少の確認を受けた方 も対象となります
（保証料300万超 0.8%) 

ーお申込は取弓 l先 の金融機関へ

■必要書類■
①申込書（金融機関にあります） ②売上額減少の市町長の認定書（様式第29号の 5)
③印鑑証明書 等 その他詳細についてはお問い合わせください

＊お問し、合わせ先＊

●神戸市内の方 ⇔兵庫県 商工部 金融課 1!(078) 341-7711 
●阪神地域の方 ⇔阪神県民局 商工課 合 (06) 481-7641 
●東播磨地域の方 ⇒東播磨県民局 商工課 ~(0794) 21-1101 

⇒東播磨県民局西脇商工労政分室匹 (0795) 22-5666 
●西播磨地域の方 ⇒西播磨県民局 商工課 H(0792) 81-3001 
●但馬地域の方 ⇒但馬県民局 商工課 匹 (0796) 23-1001 
●丹波地域の方 ⇒丹波県民局 商工課 'll(0795)72-0500 
●淡路地域の方 ⇒淡路県民局 商工課 合 (0799) 22-3541 

伽
圃

望

し

女令

孝室
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神戸市災害復興住宅特別融資（個人向け）について

現行の神戸市住宅融資制度の他に、災害復興住宅について下記のとおり特別融資を実施

します。

1.融資を受けられる方

(1) 兵庫県南部地震により被害を受けた方で、神戸市内で自ら居住するための住宅を、

建設・購入又は改良する方

(2) 住宅を建設・購入する場合は、住宅金融公庫の融資を利用できる方。

(3) その他収入等の要件があります。詳しくは別紙「神戸市住宅融資制度 ご案内」を

ご覧ください。

2.融資限度額

(I) 新築住宅を建設又は購入される方

(2) 中古住宅を購入される方

(3) 住宅を改良される方

3.融資利率

I. 5 0 0万円

1. 0 0 0万円

5 0 0万円

当初10年間 年 3.7% 11年目以降 年 4.1%

（金融情勢によって変更する場合があります。償還期間中は固定）

4.償還期問

(1) 新築住宅の建設又は購入

(2) 中古住宅の購入

(3) 住宅の改良

5.元金据置

2 5年以内

2 0年以内

I 5年以内

住宅金融公庫において元金据置措置を受けた方で、希望する方は元金据置措置が受け

られます。

・期間 3年間（改良の場合は 1年間） •この問の金利 年 3.0%

6. 申込期限

平成 9年3月31日まで

7.必要書類

住宅金融公扉の融資を利用せずに住宅の改良をする方は、現行の神戸市住宅融資制度

に必要な書類（住民票・所得証明等。詳しくは別紙「ご案内」をご覧ください）以外に

「り災証明書）が必要

8. その他

現行の神戸市住宅融資制度の「特別施策目的融資」との併用ができますが、一般融資

との併用はできません。

く参 考＞イ裳還月額 5. I I 4円（借入領 l O 0万円、 25年償還の場合）
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神戸市災害復興住宅特別融資を希望する方へ

塁要 (1) 個人が住宅を取得・改良する場合
(2)住宅金敗公庫を利用できること（改良を除く）
(3)返済完了時 14裁以下
(4)新築・開入の場合． I昔入金が消費税抜きの物件価格の 80％以下
（5)年間の返済額が年収の 40％以下
(6) その他

手碑 送 (!)まず「神戸市祖資調査梨」にご記入の上．係員にご相談下さい。申込
書をお渡しします。

(2) 必要書類を措えて提出して下さい。この時が受付日となります。
(3)神戸市で申込み内容を客査します。
(4）吝査後．ご希望の銀行へ魯類を送付します。
(5)銀行で密査します。
以上の手続きを終えて磁資の決定が出るのは．受付けから 2か月程度後に
なります。各段陀で融賓不承認になる場合があります。

挙翠辮亨
新築•新築の購入 唇畠 訳

建築 建売 マンション 入 修紐

住民票 ． ． ． ． ． 
所得証明（平成 5年分） ． ． ． ． • 
売買契約苔 ． ． ． 
建築確認のコピー ． ． 
設計図・問取り図・価格表 ． ． ． ． 
改良部分の写真 ． 
改良部分のわかる問取り図 ． 
連帯保証人の所得証明（平成 5年分） ． 
工事見積密 ． 
家屋の登記謄本か固定資産の評価証明 ． ． 
賃れ貸はの申場込合嘗はに杏家主＜欄の工が事あ承り諾まかす担）保提供 （こ ． 
住公（宅金磁公庫書んの敵資承認未を定確認できる魯類ず

どをうい込う 類かはまだ 。とりすあえ ． ． ． ． 
庫申 でからのことになりま ） 

り災証明 ． 
もり災前の住災渡宅契前が所賃書貸有だ住った方売は， それが判得 る

の。譲り の 宅 を っ て別に取す ． ． ． ． 
る方は 約。

※この他にも別途必要になる場合があります。

鑓

取塾し、金融磁四
さくら銀行・大和銀行・東海銀行•あさひ銀行・北海迫拓殖銀行・池田銀行・兵庫銀行・
阪神銀行・福徳銀行・近哉銀行・神戸信用金郎•関西西宮信用金郎・兵邸信用金耶・姫路
信用金庫・日新信用金邸・播州信用金庫・淡路信用金庫・兵罪県信用糾合・兵庫労慟金庫

そ夕佃
老人同居磁資・老人近居滋租・若年世帯向けマンション融資等の特別融資があり
興特別融資と併用できる場合がありますので，係員にお尋ね下さい。

災害復

1••玉土： 4 
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□/ 
神戸市融資調査票

1. 希望の融資の種類

2. 氏名

□新築•新築住宅の購入 口既存住宅の購入 口増改築・修繕

3.住所（現在の住民票のある住所）

4.年齢 才

5. 必ず連絡のつく電話番号（複数ある場合は全部ご記入下さい。親類の方の家等に避難されて

いる場合は、その番号をご記入下さい。一日の時間帯によって異なる場合は、時間別にご記

入下さい）

6.新築・購入・改良する物件の種類 ロ一戸建 □マンション □賃貸

7. 新築・購入・改良する物件の場所 神戸市 区

8. 昨年の年収（所得証明の取れるものに限ります。税込み額をご記入下さい）

万円
収入合算者（配他者・親子で同居の方）がいる場合はその方の年収

9.新築・購入・改良にかかる費用 万円

1 0.震災以前に返済中の住宅ローンのある方はご記入下さい。

毎月 円，ボーナス時 ＿円，借入総額

1 1.今後の具体的な査金計画（借入金額と金利・返済年数をご記入下さい）

住宅金融公庫 万円 ％ 年返済

年金融資 万円 ％ 年返済

財形融資 万円 ％ 年返済

銀行股資 万円 ％ 年返済

社内磁資 万円 ％ 年返済

神戸市融資 万円 ％ 年返済

万円

万円

~ _ 1 • ~ • ~戸
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不lj

•J 子補給の対
1祈系金融機関

本的には、損

ります。
：l) 当該事業

、2) 前年また

司子補給とは
貸額3,000万P
分99堕烈．壬補．和

利子補給金は、 1月～ 12 

の利子補給を行う者は？
利子補給は、兵庫県が国の
行います。

込の方法は？
融資を受けられた金融機関

刃年度のみ、次の自類を併せて提出
(1)利子助成金の交付対象となる借入金の借；
(2)災害特別被害証明書（写）

補給の流れは？

〗／三：／［
以外にも利子補給があります。

財）阪神・淡路大震災復興

疇

隕〉

ニ――――――――――――-―――――――
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